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第１章 研究の背景と目的 

1-1. 研究の背景  

1-1-1. BtoC 領域におけるマーケティング戦略の転換  

経済産業省（2019）は企業と顧客との関係性について、「市場のサービス化」、つまりグ

ッズ・ドミナント・ロジック（G-D ロジック）からサービス・ドミナント・ロジック（S-

D ロジック）への転換が求められるとした。そのうえで、望ましい UX（ユーザーエクスペ

リエンス）を設計するだけでなく、それを顧客へのサービスとして持続的に提供する仕組

みをいかに構築するかが、多くの事業者にとっての重要な論点と評している。  

関係性とブランド構築における価値の問題が交差する領域でもある価値共創については、

2000 年代に入ってから関心が高まってきている（青木 , 2011）。価値共創について村松（2015）

は、「消費者あるいは顧客との直接的な相互関係において行われるのであり、そうした考え

方を企業全体が共有することで、価値共創はより一層深まったものとなる」としている。

また、プラハラードとラマスワミ（2004）は、価値は企業が自由に創造することができる、

あるいは価値は製品やサービスに宿るとするこれまでの価値提供の前提を疑問視し、消費

者が価値を定義したり創造したりするプロセスに関与するような企業との共創経験が価値

の土台となるという考え方を提示した。こうした価値共創こそが、S-D ロジックの中心的

概念の一つであるといえる（大藪 ,  2015）。  

S-D ロジックを提唱したラッシュとバーゴ（2014）は、その本質を捉えるにあたっての

4 つの公理を示している。ここでは、第一と第二の公理に注目する。第一の公理はサービ

スが基本的基盤であるとしており、グッズはサービス提供のための装置と議論している。

サービスとは他のアクターのベネフィットのために自身のコンピタンスを使用するプロセ

スでありナレッジとスキルを適用することとしたうえで、G-D ロジックに基づいて提供さ

れる製品を構成するサービスを複数形のサービシィーズと称することで区別している。第

二の公理は、顧客は常に価値の共創者であるというものだ。この公理は、企業を生産者ま

たは価値の創造者とみなす G-D ロジックを否定している。また、価値は常に直接あるいは

グッズを通じたアクターのインタラクションによって共創されることを示唆している。  

 S-D ロジックに基づいた、企業と顧客間における価値共創やそのプロセスを具体的に検

討した代表的な研究（大藪 ,  2015）に、Payne et al.（2008）がある。Payne et al.（2008）は
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旅行業界を対象に取り上げ、旅行会社と旅行会社の主催するツアーに参加する顧客のそれ

ぞれの行動のプロセスと、その間に位置するサービス・エンカウンターについてのマッピ

ングを試みた。そうした探索的な価値共創プロセスの確認を実践することで、企業がどの

プロセスでどのようなマーケティングを行うべきかについてを深く理解することが可能に

なると指摘している。その後の観光研究における価値共創の議論については、いくつかの

アプローチがみられる。宮城（2016）は、企業間の関係性やインターネットを用いたリレ

ーションシップやネットワークのアプローチ、地域社会の資本を用いるアプローチ、そし

て S-D ロジックを観光産業に応用したアプローチ等としてそれらを分類している。  

 

1-1-2. 旅行業におけるマーケティング戦略の転換  

国内の旅行業に注目すると、伝統的旅行会社は旅行商品をモノとして販売することでサ

ービスを完結する G-D ロジックの考え方を応用していた（塙 , 2017）。原田（2015）は各社

を顧客に対する高度なソリューションの提供がなく、結果として高い付加価値の創出もで

きていないと論じ、「サプライサイドの代理店」と評している。「こだわり」（日本旅行 ,  2019）

や「ならではの価値」（トラベルビジョン , 2020）等のサービスを当時標榜していた各社は、

顧客を販売のターゲットとしか位置づけていなかったと捉えられる。商品やサービスを市

場へ投入するにあたって各社内におけるコンテクストは存在していたと推測される。ただ、

顧客とのインタラクションに基づくナレッジの相互交換が十分だったと言い切ることはで

きない。顧客との双方向的・共同作業的な価値共創に基づく取り組みがオンライン、オフ

ライン両チャネルともに欠けていたと整理できよう。  

なお、企業と顧客とによる共同生産との認識が可能な取り組みは散見された iものの、そ

れらは、企業が提供するオファリング（グッズやサービシィーズ）そのものを顧客と共同

で生産することを意味（大藪 , 2015）している。すなわち G-D ロジックに基づいた取り組

みに過ぎず、先述した公理に則った価値の生産と捉えるのは困難と言わざるを得ない。  

しかしながら近年、伝統的旅行会社のなかには「付加価値を追い求め、お客様に提案」

（トラベルボイス , 2021）あるいは「お客様の実感価値向上」（ JTB, 2021）等と中期経営計

画を見直す企業がみられるようになった。また、業界団体は、新たな時代にふさわしいツ

 
i 例えば、顧客からの希望や要請に応じて造成された旅行商品企画。  
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ーリズム実現のために協調や共創が欠かせないテーマとなる（日本旅行業協会 ,  2022）とし

ている。こうした変化は、業界および個社が先述した S-D ロジックに基づくマーケティン

グ戦略の採用を試み始めたものと措定できる（図 1）。抽象度の高い理念や概念をそのまま

実務の世界で実践するのは困難であるものの、徐々に事業への浸透を図ろうとする動きが

みられる。サービス・マーケティングの分野で世界的に影響を与えた S-D ロジックだが、

汎用可能なフレームワークを提示するにあたっては、学術的、実務的にさらなる精緻化が

求められる。  

 

 

 

 

1-1-3. 旅行業にみられるカスタマージャーニーの特徴   

 デジタル経済におけるカスタマージャーニーについてコトラーら（2016）は、顧客が製

品またはサービスを全く知らない状態からしっかり認知した状態へ、それから関心、購入、

（出所）筆者作成  

図  1 マーケティング戦略の比較  
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再購入へ、さらには推奨へという道筋を、どのように進んでいくかを示すものとして類型

化した（図 2）。その際、顧客間の接続性を反映した「 5A」として、認知（ aware=A1）、訴

求（ appeal=A2）、調査（ ask=A3）、行動（ act=A4）、推奨（ advocate=A5）からなるフレーム

ワークを提示している i。  

4 つのパターンのうちの金魚型については「関与度が高い－提示小売価格が高い－のに、

オファリングはコモディティ化されている産業で見受けられる」 i iとして、BtoC の旅行業

を例に挙げている。そのうえで、金魚型のカスタマージャーニーをたどるブランドは、理

想的な蝶ネクタイ型への転換にむけて他のパターンよりも最も頑張る必要がある i i iとの評

価を下している。その際、金魚型の企業の改善点として、コミットメントと親近感のレベ

ルを高めるだけなく、好奇心のレベルを最適化する必要もある ivとしている（図 3）。  

 

 
i コトラーら（2016）p.108 
i i 同 pp.144-146 
i i i 同 p.151 
iv 前掲  
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（出所）コトラーら（2016）訳書 p142 図 7-1 をもとに筆者作成  

図  2 カスタマージャーニーの類型化  

（出所）コトラーら（2016）訳書 p150 図 7-2・p151 図 7-3 をもとに筆者作成  

図  3 理想型と比較する旅行業の現状の型および改善点  
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1-1-4. 旅行業の店頭販売における課題   

旅行会社におけるレジャー商品の流通を主とする個人向け、いわゆる BtoC の販売チャ

ネルとしては、店頭販売、電話販売、メディア販売 i、そしてインターネット販売が挙げら

れる。店頭販売が実践されるリアル店舗は、企業と顧客とが対面によるコミュニケーショ

ンを可能とする空間である。そのため伝統的旅行会社を中心とする当該資産を保有する企

業は、オンライン専業旅行会社（OTA）にはない貴重な顧客接点を確保しているといえる。  

しかし、例えば旅行大手 JTB における 2009 年以降の国内店舗数は減少傾向にあり、コ

ロナ禍の 2020 年 3 月から 2022 年 3 月にかけては 480 店舗から 297 店舗へと店舗網を縮小

した。また、KNT-CT ホールディングスの 2023 年 3 月の店舗数は約 30 と 2020 年 3 月の 4

分の 1 になった（日本経済新聞 , 2023a）。その要因は固定費削減に加え、消費者のネットシ

フトに各社が対応したもの（日本経済新聞 , 2023a）とされる。  

そこで、同様の課題を抱える小売業において、複数の販売チャネルを活用するマルチチ

ャネルあるいはオムニチャネル戦略を採る他産業の事例を確認した。例えば、アパレル業

では「オンラインがレッドオーシャンになっている。各社が実店舗からオンラインへと戦

場を移すようになったことで、消費者に自社商品を見つけてもらいにくくなっている実情

がある」（日本経済新聞 , 2022a）との問題意識が示されている。また、同じく小売の百貨店

においては「電子商取引（EC）が広がっているが、その一方で対面型コミュニケーション

の価値は高まっている」（日本経済新聞 , 2022b）として、接客担当者が商品について説明す

るためのスペースや出展ブランド側がブランドにかける思いを伝えるイベント用の空間を

確保する動きがみられるという。このように、自社が展開するサービスや商品のユーザー

とのコミュニケーションを図ることのできる機能を有するリアル店舗を、社会状況に即し

て再評価する動向がみられる。  

他方、地域との関係性を維持する必要（日本経済新聞 ,  2022c）から信用金庫と協同して

店舗網維持を図る地方銀行があり、消費者のそばで地縁をつなぎ、サービス力で固定客を

広げる（日本経済新聞 ,  2021）として地域の憩いの場としての役割を担う町の電器店が存在

する。旅行市場の回復が見通せないなか、旅行業の知見やノウハウを生かせる事業領域に

 
i 旅行会社がパッケージツアーを自ら企画し、新聞や会報誌などの「メディア」を通じ販

売すること（JTB 総合研究所「観光用語集」）。  
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活路を見いだして地域との連携を模索する事業者 iにとっては、地域とのコミュニケーショ

ン強化を希求する観点においてリアル店舗の役割を自ら放棄することは説得力の欠ける議

論と言わざるを得ない。業界外でこれらのように再評価されている動向を踏まえ、旅行業

におけるリアル店舗の存在価値を今一度議論することは意義があるものと考える。  

その検討に際しては、顧客が対面でのコミュニケーションを希求する状況や態様の創出

が必要となる。そのために企業は、リアル店舗をコストと切り捨てるのではなく、先述し

た S-D ロジックを実践するうえで、顧客との対面でのインタラクションをつうじた価値共

創を可能にするプラットフォーム（近藤 , 2013）との思いを新たにせねばならない。企業は

継続的に顧客との間における相互作用を実現しうる場の提供が重要（Vargo & Lusch, 2006）

であり、企業は顧客がそれを用いて自身の経験を得る（Carù & Cova, 2007）という認識を

もつことが肝要だ。そのうえで、そうした特性を最大限に生かすことで、企業は顧客に価

値を提案し実感してもらうことが求められる。  

しかしながら、リアル店舗の存在意義や顧客が価値を実感できる場としての認識は、社

会情報として広く流通しているとはいいがたい。その背景には、価値そのものが不明瞭で

あることに加え、情報流通経路としてのコミュニケーションそのものが機能していないこ

とにある。Google は真実のゼロの瞬間として、顧客は店舗に来てから買うものを決めるの

ではなく、来店前にインターネットでの下調べを通じて意思決定を済ませることが多くな

っている（Lecinski, 2011）とする。また、野村総合研究所（2015）は旅行・交通の O2O 比

率が他を圧倒しており、旅行会社のリアル店舗での購買に際し、消費者がインターネット

を使用して情報収集を行っている可能性が高いことを示唆している。  

関根（2020）は小売店舗の存在理由を検討するにあたり、オンラインの成長がオフライ

ン（実店舗）にマイナスの寄与をする、あるいはオフラインとオンラインの選択論と言う

視点ではなく、両者を体系的にマーケティングするオムニチャネル論の立場から研究した。

オンラインとオフラインを二項対立で捉えること自体が意味を成さなくなっている点は藤

井（2020）も同様に論じており、両者を一体のジャーニーとして捉え、これをオンライン

の競争原理から考えるとする OMO（Online Merges with Offline）の概念を示した。この点

に関連して Hult, G. T. M. et al.（2019）は、オンラインとオフラインをトータルにマネージ

 
i トラベルジャーナルオンライン（2021）を参照した  
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できない企業は衰退する可能性があると指摘している。なお、オムニチャネル小売業に必

要な視座として、オムニチャネル・マーケティングを初めて体系的に論じた Verhoef, P. C. 

et al.（2015）は、消費者が情報探索や購買プロセスでチャネルにどのように影響され行動

するのかを見極める必要があるとした。  

だがその一方で、旅行業の実務家は外部企業による実証調査の結果の報に接して、オン

ラインと店舗の関係性が想定以上に強いことが「新たな発見だった」（トラベルボイス , 2023）

としている。それは、「以前は、ウェブのご利用者様と店舗ご利用者様は動線が違うと考え

ていた。店舗ご利用者様は『とりあえず店で相談しよう』と考え、ウェブのご利用者様は

『店舗を利用せずウェブで完結したい』と考えるというのが、それまでの想定だった」（ト

ラベルボイス , 2023）との認識による。Web を起点とした OMO の施策 iを設計しながらも、

カスタマージャーニーをオンラインとオフラインとで区別して捉えていたといえる。  

つまり、リアル店舗への来店誘引に直結するオンラインコミュニケーションの欠乏が問

題解決を妨げていると考えられる。そのため、CRM（顧客関係管理）において本来目的と

すべき顧客とのコミュニケーションの質よりも、デジタルマーケティングにおける広告運

用によるクリック率やコンバージョン率が重視されていたものと推測される。  

 

1-2. 研究の目的  

 企業の事業運営に関わる意思決定に有益な視座の提供を目指すべく、これまで国内にお

いては、金融業、アパレル小売業を対象とした共創価値の尺度開発が試みられた（ e.g. 戸

谷 , 2016）。しかしながら、旅行業においては概念に関する解釈や定性的な研究がほとんど

である（ e.g. 柏木 , 2020）。萌芽的な研究領域ではあるものの、実務に応用可能な価値共創

に至る要因を定量的研究から明らかにすることは意義があると捉える。  

 また、OTA は保有していない独自のサービス・エンカウンターであるリアル店舗の活用

方法について、ならではの特徴である店舗に偶然居合わせた相互作用のない他の顧客に着

目した。定量研究をつうじて、他者の存在が顧客の消費行動に及ぼす影響の有無や度合い

を明らかにすることで、リアル店舗の存在意義のありようについて接近を試みる。  

 さらに、リアル店舗への来店誘因に効果的なオンラインコミュニケーションにおける施

 
i JTB（2023）を参照した  
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策を検討する。その際、長沢・大津（2010）の Experience Providers（ExPro）から接近する。

長沢・大津（2010）は、顧客経験（ experiences）を外部からの刺激（ExPro）に反応して発

生する個人的、主観的な private events と解釈したうえで、experiences 自体に価値という概

念は含まず、「 experiences が提供する価値」こそが経験価値であると考察している。つま

り、experiences は外部からの ExPro に反応するものであって、企業がマネージできるのは

ExPro たる刺激にすぎない（図 4）。ExPro によって間接的に消費者へ来店後に感じる価値

を想起してもらえる要素について探求する。  

 

 

 

 

 

1-3. 全体の構成と研究方法  

本論文は第 1 章から第 5 章までで構成することとし、その章立てと概要については以下

のとおりである。  

第 1 章では、議論の前提として、伝統的旅行会社の BtoC 領域におけるマーケティング

戦略の近年の概況について整理するとともに、事業者と顧客との価値共創に関わる議論を

展開する。  

 第 2 章では、事業者と顧客間の関係性の質に顧客経験が果たす役割とアウトカムへの寄

（出所）長沢・大津（2020）p74 図 4 

図  4 経験価値マーケティング  
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与を一体的に把握するため、国内の旅行会社のリアル店舗利用経験者へ実施した定量的研

究の内容を示す。  

 第 3 章では、価値共創を検討するうえで RELATE（関係的経験価値）を重要な着目点を

とする第 2 章で得た示唆を踏まえ、準拠集団や相互作用のない他者との顧客の関連付けに

ついて、定性および定量的研究に基づいて論を進める。  

 また第 4 章では、やはり価値共創を検討するうえでより詳細に検討すべき対象として、

RELATE に至る Experience へ反応する ExPro を明らかにする。  

 第 5 章では、各章の結論と学術的意義を整理したうえで、それぞれの結論の有する政策

的含意を前提として、伝統的旅行会社のオフラインコミュニケーションにおけるあるべき

姿を展望する。  

 以上の構成を図示すると、図 5 のとおりである。  

 

  

図  5 博士論文の構成  
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第２章 リアル店舗における価値共創実現への課題  

2-1. 理論的背景  

 本章では、国内の伝統的旅行会社がオフラインで展開する事業において、顧客との間で

実践することが価値共創につながるサービス・エンカウンターにおけるコミュニケーショ

ンに着目する。  

コロナ禍以降のツーリズムでは、小規模化や個人化が加速し混雑回避を目的とした「分

散化」が図られるため、事前の情報収集がこれまで以上に重要視されオンラインでのコミ

ュニケーションが拡充する（山口 , 2020）という意見がある。それに、パンデミック後も旅

行者は一層オンライン予約を選択することが想定（Baba et al., 2020）される。これらの研

究を鑑みると、伝統的旅行会社は売上増加や収益性向上を果たすにあたって、オンライン

販売のさらなる取扱拡大を図らねばならないことは自明の理である。  

しかしながらそれを進めつつも一方で、OTA は保有していない伝統的旅行会社固有のオ

フラインチャネルをどのように取り扱うか、またそのあるべき姿について検討することが

求められる。その問いを探求するべく、複数の販売チャネルを活用するマルチチャネルあ

るいはオムニチャネル戦略を採る他産業の事例を確認した内容は前章で記したとおりであ

る。自社が展開するサービスや商品のユーザーとのコミュニケーションを図ることのでき

る機能を有するリアル店舗を、社会状況に即して再評価する動向がみられる。  

そうした他業種の事例を参照すると、オフラインチャネルにおいて顧客へ提示するサー

ビス品質に磨きをかける必要性を旅行事業者は再認識すべきと捉える。当該接点を「他よ

りも優位性を維持しやすい競争の舞台」（コトラーら , 2002）と位置づけ、意義のある機能

を付与したうえで保有することを強みとして、持続可能な競争優位を確立する可能性はあ

る。本研究ではこうした立場のもと議論を進めていくこととする。対象とするオフライン

チャネルには、訪問販売、移動販売、通信販売などの無店舗による販売形態が存在するが、

本章を含む当論文ではリアル店舗での店頭販売を考察の対象とする。また、検討するビジ

ネスシーンは日本国内における BtoC 事業で、主にレジャー市場（出張等を含む業務に関

わるビジネストリップを除外する）である。  

なお、旅行会社のリアル店舗を対象とした研究は、既に様々な視点から進められている。

近年において、羽田（2018）は流通費用の分析理論からリアル店舗の存在価値を考察した。
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また、大西（2020）は商業施設への入居状況や駅からの距離など、出店場所の特徴がどの

ように推移したかを調査した。サービスに着目した本章対象領域の周辺について、丸山

（2013）は Web による流通構造の変化は旅行業に限らないとしたうえで、対面店舗型から

Web 取引に取って代わることが従来型旅行業の終焉になりかねない状況とした。他方、小

里（2013）はサービスにおける IHIP 特性 iの変動性に注目したうえで、インターネット時

代にリテール店舗を改めて輝かせるためには、時代や社会的な文脈によって変わり続ける

顧客ニーズの理解が最も重要になると論じている。これらの指摘の共通点は、リアル店舗

を媒介として顧客へ提案するサービス価値が失われていることを拠り所にしている点にあ

る。これらの論考を踏まえると、価値共創に至る要因を明らかにすることは学術的、実務

的貢献につながるものと考えられる。  

本研究の着手に際して、以下 2 つの観点から対象への接近を試みることとした。  

第一に、価値を評価する主体の検討にある。旅行会社のサービス品質は、サービス提供

側の管理者や提供者および利用者の視点から評価することができる（Shi & Hu, 2020）。た

だし、管理者はサービス品質を過大評価してしまう傾向があり、サービス提供者は誤った

方法で過小評価してしまう傾向がある（Tsang & Qu, 2000; Ukwayi et al.,  2012）。González et 

al.（2007）は、利用者の満足度とロイヤルティを高めるためには、利用者の視点からの現

実的で適切なサービス品質を提供することが重要と論じている。以上を踏まえ、共創の結

果実現する価値を利用者の視点から考察することとし、消費者購買行動モデルに即した研

究とした。  

第二に、品質評価のタイミングを検討することにある。Grönroos（ 2007）は顧客が認識

するサービス品質として、結果に関する技術的品質と過程に関する機能的品質の 2 つの側

面を示した。それは旅行業の場合、最終的な旅行消費に関わる結果の品質とそこに至るま

での全ての過程に関わる品質と捉えられる。ただし、本研究で着目する旅行会社における

リアル店舗で提案するサービスを検討する際、流通の役割を担う店舗で商品を購買しても

らうことを「結果」とみなすことも可能だ。つまり、販売前に提案するサービスの過程品

質と商品販売時における結果品質からなる旅行相談に関わるサービス品質と、販売後の旅

行消費に関わるサービス品質とに分離可能といえる。  

 
i Intangibility（無形性） , Heterogeneity（異質性） , Inseparability（同時性） , 

Perishability（消滅性）からなるサービスの特性  
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なお、旅行サービスの購買時や購買のトリガーにあたる時機における消費者の価値認知

を対象とする研究はほとんど見られず、Despoina（2016）や Chen et al. （2019）にみられ

るだけだった。国内では参照することができない。観光マーケティング研究において、塙

（2017）は、個々の顧客の文脈価値の存在を発見しカスタマイズした情報の提案を通じた

持続可能な観光地や観光商品の創造を論じた。同様に柏木（2020）や孔（2020）、鮫島（2019）

も使用価値の共創に至る思想として文脈価値を提示している。つまり、顧客購買行動の後

半の段階にあたる観光経験つまり消費とその後のファネルに焦点は当てられても、顧客行

動の前半の段階への注目は圧倒的に乏しい。本研究は観光研究における新たな視座を示す

点に独自性があり、実務へ直ちに貢献可能な点において有意義と考える。加えて、物理的

形態を有する商品に比べて、サービスの質の評価は一般的に困難とされる。評価対象の品

質を消費者行動モデルの購買段階を境目として細分化することは、価値共創の要因を明ら

かにするにあたって議論が混迷することを回避できる点においても意義があると捉える。  

以上を踏まえ、本章では、BtoC 事業のレジャー商品販売をおこなう国内の旅行会社が顧

客との間に育むコミュニケーションによる価値共創へ焦点を当てる。そのうえで、以下詳

述する旅行会社のリアル店舗における事業者と顧客間の関係性の質に顧客経験が果たす役

割と、アウトカムへの寄与について仮説検証をつうじて明らかにする。  

 

2-2. 先行研究を踏まえた仮説構築  

2-2-1. 戦略的経験価値モジュール  

経験価値という概念が必要とされた理由を、涌田（ 2019）は以下のように二点挙げてい

る。  

第一は、従来の概念では説明できない現象が生じたためとしている。それは、同一サー

ビスであっても購買や使用の経験によって消費者にとっての価値が異なる現象が生じるか

らである。その特徴を 3 つ挙げている。 1 つ目に、特定のサービスに選好をもつのは、単

にサービスそのものの帰納的な価値に期待や満足をしているばかりではなく、サービスを

購買したり使用したりした時の経験からも影響を受けているため、サービスの価値にはそ

のような経験から生じる価値が含まれているとする。 2 つ目に、私たちの選好は、どちら

か一方だけが優れているといったような性質をもつものではなく、好きなのは白か赤か、
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LOHAS が重要か、南北問題解消が重要かといったように、主観的で相対主義的な性質をも

っているため、サービスの価値にもそうした性質が含まれているとする。 3 つ目には、サ

ービスを購買したり使用したりする経験は、私たち消費者だけで形作られるものではなく、

それを提供するサービス業も影響を与えるために、サービスの価値には一連の時間のプロ

セスにおける相互作用が含まれているということとしている。  

第二は、社会状況の変化によって今後必要となることが予測されているからとしている。

その理由を、企業と消費者との接点であるタッチポイントが IT の進展によってますます

増加しているためとする。実際の店舗で商品を探索し、オンラインで購入するショールー

ミング行動や、それとは逆にオンラインで商品を探索し、実際の店舗で購入するウェブル

ーミング行動などと、社会状況の変化に伴って消費者は多様に対応している。企業はこう

した消費者の多面的な行動に対応する必要が生じているため、経験価値アプローチに注目

が集まっている、としている。  

その経験価値は、Lemon and Verhoef（2016）によって、多次元の構成概念であり、購買

プロセスであり、購買プロセス全体を通して発生する、企業の提供サービスに対する顧客

の認知的、感情的、行動的、感覚的、社会的な反応と定義されている。経験価値の概念は、

当初（1980 年代）、人間の消費に体験的な側面があることを指摘した消費者行動研究の分

野で展開されていた（涌田 ,  2019）が、1990 年代後半以降に新たな解釈が提起されること

で広く知られるようになった。そのうちシュミット（1999）は、顧客が企業やブランドと

の接点において、出会い、経験、さまざまな状況下で生活してきたことの結果として生ま

れると論じている。それらは感覚、感情、精神への刺激によって引き起こされるとしたう

えで、機能的価値に取って代わる経験価値が提供する社会的コンテクストを 5 つの戦略的

経験価値モジュールとして分類した（表 1）。  
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第一の SENSE は感覚的経験価値と称され、視覚、聴覚、触覚、味覚、そして嗅覚といっ

た五感をとおして顧客の感覚に直接訴えかけるものとされる。第二の FEEL は情緒的経験

価値とされ、顧客の内面にある感情や気分に訴求することで情緒的に生み出されるものと

される。第三の THINK は知的経験価値とされ、顧客の知性や好奇心に働きかけ、想像力を

引き出すものとされる。第四の ACT は行動的経験価値とされ、身体的な経験や長期的な行

動パターン、ライフスタイルに訴求するものとされる。第五の RELATE は準拠集団や文化

との関連付けに関する価値とされ、集団社会における個人の自己実現や帰属意識に訴求す

るものとされる。  

他方、恩藏（ 2006）は、従来の市場参入戦略が市場のコモディティ化に伴って大きな見

直しを迫られているとしたうえで、経験価値を含む顧客価値に注目した枠組みを考察して

いる。そして恩蔵（2007）は、成熟市場における企業の参入戦略として、経験価値戦略、

品質価値戦略、カテゴリー価値戦略、独自価値（先発）戦略からなる 4 つの方向性を提示

した。それらについて、顧客が企業との接点においてパフォーマンスの違いを認識できる

水準としての知覚差異、これまでの製品カテゴリーと比較した場合に違いを認識できる水

準としての既存製品カテゴリーとの違いという 2 つの軸を用いて整理している（表 2）。旅

行サービスはコモディティ化による価格のみの競争が懸念されている i点から、知覚差異お

よび既存製品カテゴリーとの違いはともに小さいことが措定される。そのようなサービス

を取り扱う場合、恩蔵（2007）は経験価値戦略を検討すべきとしており、機能面での価値

とは別に、顧客の五感や感情に訴えることによって生まれる価値の追求が適していると論

じている。  

 
i 国土交通省（2012）「観光産業の強化」を参照した  

表  1 戦略的経験価値モジュール  

（出所）シュミット（1999）をもとに筆者作成  
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なお、コモディティ化について黒岩・浦野（ 2021）は、市場競争において製品やサービ

スの価値の次元が高まりを見せたところで、製品やサービスの価値が最も目に見える形と

もいえる価格たる次元に一元化されることによって価値次元の可能性が極大化した様態と

して、最も忌むべき状況と評している。  

伝統的旅行会社が S-D ロジックの考え方のもと、顧客とサービスを共同生産し価値共創

するにあたって、価値自体の概念を予め明確にすることを忌避する理由は乏しい。本研究

においては、経験価値戦略のもと考察を進めることとし、その分類を社会的コンテクスト

たる戦略的経験価値モジュールに求めることとしたい。  

経験価値をより豊かにしていくことはサービス業にとって重要である（涌田 , 2019）。そ

のためには、消費者の抱く経験価値を測定することが必要となる。経験価値を測定するこ

とによって、サービス業のマーケティングが有効であったか確認できるからである。  

経験価値の測定を巡っては、大きく 2 つのアプローチがこれまで採られてきた（涌田 ,  

2019）。第一は、現時点での消費者が抱く経験価値そのものを測定するというアプローチで

ある。第二は、経験価値がどのように生じてくるのか、そのプロセス全体を測定するとい

うアプローチである。その前者のアプローチこそが、シュミット（1999）による戦略的経

験価値モジュールに求める方法である。  

 

（出所）恩蔵（2006）p20 表 1 

表  2 4 つの市場参入戦略  
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2-2-2. 関係性の質  

マーケティング領域での企業と顧客との間における関係性の質に関わる研究は、Dwyer 

and Oh（1987）に始まる。その後、Lai（2014）は当時 10 年ほど前から旅行マーケティン

グ分野においても当該研究が始まったとしている。そのなかでは、オンライン専業旅行会

社が新たなチャネルを通じて潜在的な顧客へアプローチ可能となったことから、Kracht and 

Wang（2010）は伝統的旅行会社において消費者との関係性の質を高めることで仲介者とし

ての役割を再認識する必要があるとした。また、関係性の質の検討は、ツーリズムのマー

ケティングにおいて最も重要だと論じられている（Knobloch et al.,  2016）。  

 しかしながら、関係性の質を決定する要因についての計量研究はほとんどない

（Rajaobelina,2018）。企業と顧客との間の関係性について、青木（2011）は、「経験価値と

いう視点を持つことによって、ブランドが提供する価値共創の次元は、感覚的・情緒的な

ものから、関係性に関わるものまでの広がりを持つ」とする。効果的かつ効率的な価値提

供は、より高い顧客満足につながるとともに、より高い企業業績がもたらされる（Burns & 

Neisner, 2006）とされ、その理解の延長上で、優れた経験価値の提供は競争優位をもたらす

（Berry et al., 2002; Verhoef et al., 2009）とされる。これらは、経験価値が企業と顧客の双

方に影響を与えると示唆していることから、両者の関係性の質に経験価値が何らかの影響

を及ぼす可能性が検討できる。  

その後、Rajaobelina（2018）は、それまでに検討されてこなかった顧客体験が与える影

響に着目し、Schmitt（1999）および顧客体験を認定するうえで戦略的経験価値モジュール

の使用を提唱するその後の論考（ e.g. Brakus et al. , 2009）を踏まえ、マルチチャネル環境に

おける戦略的経験価値モジュールと関係性の質との相関関係について計量研究をつうじて

明らかにした。  

本研究ではオフラインチャネルに限定した計量研究をおこなうことで、学術的成果を創

出するとともに伝統的旅行会社の実務に貢献可能な戦術を検討するべく、以下の仮説を立

てた。  

 

H1 SENSE（感覚的経験価値）は関係性の質に影響をもたらす。  

H2 FEEL（情緒的経験価値）は関係性の質に影響をもたらす。  
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H3 THINK（知的経験価値）は関係性の質に影響をもたらす。  

H4 ACT（行動的経験価値）は関係性の質に影響をもたらす。  

H5 RELATE（関係的経験価値）は関係性の質に影響をもたらす。  

 

2-2-3. アウトカム  

 企業と顧客との関係性の質がモノやサービスの顧客による評価に多大な影響を及ぼすこ

とは、多くのマーケティング研究者が指摘している（Beatty et al.,  1996; Bitner et al., 1990）。

企業と顧客が多くの接点を有し、両者間の相互作用が商品の本質に関わるサービスの領域

においては、特に関係構築の重要性は大きいとされる（Crosby et al.,  1990）。また、安藤

（2017）は過去の知見をもとに、従業員と顧客の良好な関係構築はよりよい評価を得るだ

けでなく、企業にとって重要な成果指標である顧客満足やロイヤルティ、ポジティブなク

チコミ発信にも好ましい影響をもたらすとしている。  

価値共創のもと旅行相談に関わるサービスが完結した後の顧客行動（アウトカム）につ

いて、グッドマン（2014）は顧客経験が顧客の愛着やクチコミに影響を及ぼすと論じてお

り、顧客経験の改善および向上がやがて顧客の離反を抑制し、ポジティブなクチコミを増

やすとしている。そのプロセスの後半部分をクローズアップし、旅行相談と同様に無形の

サービス財を提案する金融サービスにおける研究で、Wong et al. （2007）は関係性の質こ

そが顧客ロイヤルティの最良の予測因子とした。また、質の高い関係を維持することで顧

客の紹介意欲が増大することに繋がるポジティブなクチコミ意図が広がり（Wu & Li, 2011）、

さらなる支出と購入に対する意欲を高める（DeWulf et al., 2001）ことがこれまでに示唆さ

れている。  

そこで、関係性の質とアウトカムの相関関係を確認するべく、次のような仮説を立てた。  

 

H6 関係性の質は継続利用意図（RETENTION）に影響をもたらす。  

H7 関係性の質はクチコミ意図（WOM）に影響をもたらす。  
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2-3. 実証調査  

2-3-1. 研究モデル  

これまでに示した、「経験価値－関係性の質－購買、消費後の顧客行動」は一体的に検討

可能なことが示唆される。実際、Nadiri and Gunay（2013）はカフェ、Fernandes and Pinto

（2019）は銀行、そして Wibowo et al. （2020）は SNS の EC サイトを対象とした計量研究

をおこなっている。そうした他業種を対象とした研究はあるものの、旅行業を対象とした

ものは見受けられない。そこで、Rajaobelina（2018）と Fernandes and Pinto （2019）を統

合したモデル（図 6）を設定し、本章前述の各仮説に示した因子間の影響度を調査するこ

ととした。  

 

2-3-2. 調査対象  

調査は 2021 年 7 月 8 日に楽天インサイト登録ユーザーを対象としてインターネットで

実施した。旅行業従事経験者を除外し、「取り扱う商品やサービスの購入とは無関係な立ち

寄りや、付き添いでの訪問、私用以外の業務などでの利用、および海外の店舗」を除く国

内の旅行会社の実店舗を 1 年以内に訪問した人を対象とするスクリーニングによって、国

内の男女計 300 名から有効回答を得た。複数の店舗を利用したことがある場合には、直近

に利用した店舗について回答するように要請している。なお、詳細なデモグラフィック情

報は表 3 のとおりである。ただし、すべての項目に関する頻度の分布は予め意図したもの

ではない。スクリーニング回収サンプル数は 577 だった。  

 

図  6 研究モデル  
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2-3-3. 調査設計  

前節で示した仮説の妥当性を検証するため、8 つの因子にそれぞれ 5 つずつ計 40 の観測

変数を設定し、リッカート尺度 5 段階の質問項目を作成した（表 4）。測定項目は大部分を

本節 1 項に示した先行研究の英語文献から引用しているので、Google および DeepL の翻訳

ツールを活用するとともに、回答者による意味の取り違えや混乱の発生を回避すべく慎重

かつ丁寧なワーディングを試みた。その際、表 4 に記載したとおり SEN2、REL2、RQ5、

RET5 は筆者による補記を施した。なお、SEN3 に限り筆者独自の設定を SENSE 因子下に

配置した。シュミット（1999）において、SENSE マーケティングは五感に訴える感覚的な

刺激を通して提供する価値としているが、本研究の調査対象のインターフェイスで該当す

るのは聴覚と視覚である。そのため、視覚のなかでもサービス従業員に関連する項目を補

充する趣旨で挿入した。  

表  3 調査対象者のデモグラフィック変数  

（n=300）  
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2-3-4. 調査結果  
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表  4 観測変数と測定項目  
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ア効果と考えられる得点分布の偏りはみられなかったため、すべての尺度項目を対象とし

た主因子法・プロマックス回転による探索的因子分析を実施した。そのプロセスにおいて、

共通性や因子負荷量が .40 未満あるいは複数の因子に高い負荷量が見られる項目を削除し

たうえで分析を繰り返した。その結果、23 の観測変数に整理された（表 5）。なお、クロン

バックα係数は概ね .70 以上だった（WOM=.95, SEN=.73, FEE=.84, RQ=.95, RET=.87, 

THI=.87, ACT=.90, REL=.69）ことから、十分な内的整合性が確認できた。  

 

 

 

 

 

 次に、確認的因子分析をつうじて、収束的妥当性を確認した。表 6 に示したとおり、因

子負荷量はいずれも .70 を上回っている。また、構成概念信頼性（CR）の基準値は .70 であ

り、標準分散抽出（AVE）の標準値は .50 であるが、すべて基準を上回っているため収束的

妥当性に問題はなく適切性を有すると判断できる。  

 

表  5 探索的因子分析の結果  （主因子法、プロマックス回転） 
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弁別的妥当性は√AVEが因子間相関係数をいずれも上回っていることから問題がないこ

とを確認できた（表 7）。モデル適合度は GFI=.885、AGFI=.843、CFI=.955、NFI=.923、TLI=.944

だった。いずれも .900 の基準をおおよそ満たしている。また、RMSEA=.064、RMR=.030

で、 .050 以下とする基準をおおよそ満たしている。  

 

表  7 弁別的妥当性  （値は AVE の平方根）  

表  6 収束的妥当性  
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2-3-5. 構造モデル  

共分散構造分析の結果、図 7 のとおり明確な因果関係が検証されなかったため H1、H2、

H3、H4 はいずれも棄却。一方、H5、H6、H7 はいずれも支持された。このことから、旅行

業のリアル店舗における関係性の質に影響を及ぼす因子は RELATE に限ることがわかっ

た。また、関係性の質が継続利用意図およびクチコミ意図に影響を及ぼすことを確認した。  

 

 

2-4. 考察 

2-4-1. 先行研究との比較  

関係性の質が価値共創後の顧客行動へ及ぼす影響に関しては、今般の計量研究によるア

プローチによって、先述した先行研究の成果をより一般化することができた。また、他業

種でみられる既存のサービス研究と同様に、媒介効果をコントロールすることなく、顧客

経験が関係性の質のアウトカムに有意な影響を与えることがわかった。しかしながら、関

係性の質へ及ぼす因子が RELATE のみ 0.1%水準で有意であると限られた点においては、

先行研究との差異がみられた。先述した Rajaobelina（2018）はマルチチャネル環境におけ

る旅行会社と消費者との関係性の質に対する経験価値 5 尺度の影響を調査し、 FEEL と

THINK を有意としている。  

本研究では対象をオフラインチャネルに限定しているなかで他の 4 つの因子が有意でな

かったのは、魅力的な空間設計や体験としてのショッピング（髙橋 , 2019）、あるいは生活

者のライフスタイルへの訴求（牧野 , 2016）といった価値提案を、総じて消費者は国内の旅

図  7 共分散構造分析の結果  
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行会社からリアル店舗において感受していないことに起因していると考える。  

個別の尺度について、参照した先行研究では有意とされた FEEL から検討する。そもそ

も伝統的旅行会社のリアル店舗を訪問する顧客は、旅行の明確な目的や行き先を事前に決

めていることが多い（神田 , 2021）。映像や音声をつうじて得たポジティブな感覚を保持し

たまま旅行の申込へと顧客行動の段階が進むオンラインコミュニケーションと比較する際、

店舗の機能を予約や決済の場と位置付けている顧客が多数を占めるのであれば、 FEEL が

関係性の質へ及ぼす影響としては限定的な作用に過ぎないといえる。  

Rajaobelina（2018）は女性の方が男性よりも関係性の質へ FEEL の及ぼす影響は大きい

としている。女性の感情的側面への着目を促す知見はその他にも様々みられるなか（ e.g. 

Jin et al., 2013）、リアル店舗におけるこれまでのインタラクション iでは FEEL が関係性の

質向上への貢献に乏しい状態を、事業者はどのように解釈し、ジェンダーによる影響度合

いの考慮を含めいかなる対応を選択するかについて示唆を与えることとなった。  

次に THINK を検討する。Schmitt（1999）によるその定義を踏まえると、リアル店舗にお

けるインタラクションによって、新しい知識を得て深く思考する関連性を帯びることが関

係性の質の向上にはつながらないと明らかになった。このことは、店舗で知識を得ること

ができると捉える顧客がそもそも少数派に過ぎないことを示唆する。それは、店内に準備

されている募集型企画旅行のパンフレットを閲覧し、店舗のサービス従業員への相談をつ

うじてでしか得られなかった情報そのものの価値が、近年のオフラインコミュニケーショ

ンでは重視されなくなったことの証左といえる。つまり、G-D ロジックに基づき、事業者

自らが価値と考える情報や旅行商品といったサービスを一方的に提供するという考え方は、

市場では歓迎されにくくなったことを裏付ける結果となった。  

旅行会社のリアル店舗での購買に際し、消費者が事前にインターネットを使用して情報

収集を行う O2O 比率は他業種を圧倒して久しい状況は前章に記したとおりである。モジュ

ールを総合的に向上させる観点で THINK によってオフラインにおける顧客経験のデザイ

ンを追求するならば、来店前のオンラインコミュニケーションで感性をマネジメントする

ための対応が必要となる。  

そして、参照した先行研究でも有意とされなかった SENSE を検討する。SENSE マーケ

 
i 例えば、トラベルボイス（2015）。  
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ティングとは、審美的な楽しみや興奮、美、満足を感覚的な刺激を通して提供すること iで

ある。シュミット（1999）は、感覚的刺激に至るまでのステップを SPC として、刺激（Stimuli）、

プロセス（Processes）、刺激の結果（Consequences）とするモデル i iを示している。ここでの

刺激は、いきいきとして他の情報との対比において目につくものと、顧客が既に知ってい

ることに関連させた情報 i i iとする。また、プロセスにおいては顧客に認知的一貫性を感じ

させ、長期的に興味を引かせるための感覚的バラエティが必要 ivとしている。  

旅行サービスを取り扱ううえで顧客に訴えかける感覚を人の「五感」を対象として吟味

すると、その要素は視覚であることに疑いの余地はない。ただし、リアル店舗たるサービ

ス・エンカウンターにおいて旅に関わる視覚的刺激は合理性を欠くとの措定が導出された。

その背景には、第 1 章で指摘した OMO の機能不全、すなわち事前にオンラインで得た情

報と店内で収集した情報との間における関連性の乏しさや一貫性の不足が示唆される。他

方、Garg et al.（2014）は、Web サイトにおける視覚的要素が一部の属性にとってより重要

であるとしていることから、それらの要素をオンラインコミュニケーションで実装する際

に留意すべき分野と捉える。つまり、SENSE に関する仮説が支持されなかった背景に、先

述の SPC モデルはリアル店舗への来店前のコミュニケーションにおける関係性の質へ影

響を及ぼす可能性の存在が示唆される。  

最後に ACT について検討する。ACT は課題や目標にコミットするための経験や行動に

よって得られるとされる。ただ、身体的機能に関連する経験価値を、顧客がリアル店舗で

の顧客接点のある従業員とのインタラクションから得ることは困難と言わざるを得ない。

店内の混雑が引き起こす長時間の待ち時間による身体的疲労が間接的な接点として負の影

響を及ぼすことはあっても、正の影響を及ぼす要素をオフラインコミュニケーションの空

間で実装することは検討しづらい。他方、自分たちの行動を用いて自己概念と価値を誇示

する v顧客は存在する。リアル店舗において、自分を他の人からよく見せたい願望の実現や

顕示的消費の実行に応えるようなコミュニケーションを検討する際には参照に値する可能

性が示唆される。  

 
i シュミット（1999）p.133 
i i 同 p.147 
i i i 同 pp.147-148 
iv 同 p.151 
v 同 p.219 
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なお、今般は属性ごとの比較には及んでいないが、Rajaobelina（2018）は男性の方が関

係性の質への影響度合いが強かったとしている。それは、男性の方がよりタスクや目標の

達成を重視している（Yavas et al.,  2015）ことが背景にあるとみられる。これらとの関連性

は今後の研究課題として探究することとしたい。  

以上を踏まえると、本研究の実証調査では戦略的経験価値モジュールにおける特定の因

子と企業・顧客間の関係性の質との関係性に限って、参照した先行研究と差異がみられた

ものの、有意性や妥当性、有効性は明らかといえる。  

 

2-4-2. RELATE への接近  

調査によって、事業者は RELATE（関係的経験価値）へ関心を寄せることが肝要である

旨示唆された。Rajaobelina（2018）は、RELATE が関係性の質へ影響をおよぼさないとした

背景を、人間同士の交流が減少し情報技術が発達することで消費者が独立的な傾向を帯び

ていることにあると分析している。そのため、こうした環境では帰属意識が重要視されず、

今日の旅行者は他者との同一性よりも独自性を重視する（Rajaobelina, 2018）と論じている。 

他方、モバイルチャネルによるオンラインコミュニケーションをリアル店舗でのオフラ

インコミュニケーションと関連させることや、顧客同士の関係性に迫ることで、RELATE

の測定結果に変化が生じる可能性（Rajaobelina, 2018）を示唆している。Rajaobelina（2018）

は「インターネットを有効なチャネルとして受け入れているにも関わらず旅行会社の顧客

接点のある従業員との対人関係を好む」とする Thao and Swierczek（2008）を引用し、文化

が果たす役割の検討を議論している。本研究においても次章以降において、その観点を探

求することとしたい。  

なお、RELATE とは、個々人の自己を、ブランドの中に反映される広範な社会的、文化

的文脈に関連付ける経験 iのことである。図 8 は、関連付ける対象のイメージを長沢・大津

（2019）が図示したものだ。長沢・大津（2019）は、「理想像」を憧れの対象、「他の人」

は人間の根源的な欲求に近い 1 対 1 の他人との関係、「（特定の）グループ」は実在か仮想

かを問わない所属先、そして「（特定の）文化」は人々が魅力を感じ、興味を持っている文

化としている。本研究における解析をつうじて、RELATE 因子は「私が訪ねるのにふさわ

 
i シュミット（1999）p.221 
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しい場所だと感じる」「つながりを感じさせる」の各変数から構成され、「ふさわしい」「つ

ながり」というキーワードが抽出された点から措定すると、「特定のグループ」に所属する

ことや、「他の人」とのインタラクションが、それぞれの関連付けの対象として注目するこ

とが示唆される。  

 

顧客の態度や行動に何らかの影響を与える「特定のグループ」や「他の人」について、

Howard（1963）や Bearden and Etzel（1982）は顧客の所属する準拠集団や社会的地位とし

て議論を展開している。表 8 にあるように、旅行業実務においてもさまざまな関連付けが

これまでに実践されている。ただ、90 年代の終わり頃から、購買あるいは消費時点に居合

わせただけで、特に会話などの相互作用のない他者が消費者行動へ及ぼす影響にも目が向

けられるようになった（石田 , 2012）。しかしながら、旅行業のオフラインコミュニケーシ

ョンを対象とし何らかの対象との関連付けに注目した研究は表 8 に挙げた論稿の他にさま

ざま見られるが、相互作用のない他者に着目したものはみられない。ハワイ専門店のよう

に提案する旅行先を限定したり、ティーンズ専門店などのように利用世代を特化したりす

ることで、偶然居合わせた自身と同質ともいえる客を「他の人」として関連付けられる可

能性もある。次章において、他者の存在が事業者と顧客との価値共創に有益であるかを明

らかにすることとしたい。  

 

図  8 消費者と関連付け対象のイメージ  

（出所）長沢・大津（2019）p18 図 1 
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表  8 旅行会社における関連付けの例を挙げる先行研究  

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、長沢・大津（2019）は、関連付ける対象の捉え方について、①一方的同一視（One-

way overlap）、②双方向同一視（Sympathy）、および③外部認知グループ（Symbol Group）

の 3 つのタイプによる類型化を試みている。①の具体的感情として憧れ、共感、同情等を

挙げ、②は仲間であることの心地よさや連帯感を第一の価値観として、外部からの見られ

方には関心がないとしている。そして③は、外部からも一つのカテゴリーのメンバーとし

て認識されることが心地よくそのための価値があるとしており、消費者のアイデンティテ

ィを外部へ示すシンボルとなっていると論じている。Nadiri and Gunay（2013）は、RELATE

を個人の自己改善欲求に訴えるものとしたうえで、個人の他者から肯定的に評価されたい

欲求としている。以上を踏まえ、先述の抽出した変数にある「つながり」というキーワー

ドからも併せて総合的に検討すると、伝統的旅行会社の捉えられ方は羨望の対象というよ

りも、連帯あるいは仲間として認知される②あるいは③との捉え方が妥当と考えられる。  

 

2-4-3. 関係性の質とアウトカムへの接近  

 本研究におけるアウトカムについては、これまでの多くの研究と同様に顧客の実際の行

動ではなく行動意図を採用した。それは、実際の購買行動の測定には時間と費用を必要と

し（Henning-Thurau & Klee, 1997）、ある特定の行動はその人の行動意図を把握することに

よって予測可能とされている（Gollwitzer, 1993）ことに基づく。なお Gollwitzer（1993）は、

行動意図が顧客における将来のある特定の行動を選択する可能性についての主観的な予測

企  業  内  容  文  献  

クラブ  

ツーリズム  

 

ニッコウ  

トラベル  

 

 

ワールド  

航空  

サービス  

共通の趣味や目的を持った顧客どうしの交流の場  

「クラブ」に対して「テーマのある旅」を提案  

 

高齢者層、富裕層に専門特化。  

旅先での健康や食事、支払いなど旅行者が持つ不安を  

取り除くためのきめ細やかなサービスの開発に注力。  

 

添乗業務の質と労働条件の充実に力を注ぐ。  

個別添乗員の視察調査報告とその具体的ツアーの  

紹介や実施報告をホームページ上で展開。  

大平・  

恩蔵  

（2013）  

 

太田  

（2006）  

 

内藤  

（2004）  
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としている。それらは、ロイヤルティや苦情行動などの側面から捉えることもできる

（Zeithaml et al., 1996）が、多くの場合は継続利用意図やクチコミ意図を顧客の行動意図

を表現する変数として使用されている（Cole & Illum, 2006）。  

その顧客のアウトカムについては、本章で記した調査をつうじて、企業と顧客との関係

性の質に影響を受けることが明らかになった。  

なお、本研究において関係性の質とした概念は、ラポール（ rapport）としても議論され

ている。そして、企業と顧客との間に築かれるラポールについても、顧客のアウトカムに

正の影響を与えることが明らかになっている（ e.g. Gremler & Gwinner, 2000）。  

フランス語であるラポールは、主に二者間の相互信頼の関係を意味し、教育、臨床心理、

ビジネスなど人間の相互作用を扱う多くの分野で議論されてきた（安藤 , 2017）。マーケテ

ィング領域においても、人的販売研究やサービス研究において検討されてきている

（Gremler & Gwinner, 2000）。  

しかしながら、多くの研究領域で重要性が認識されているものの、そのコンセプトを厳

密に描き出すことはできていない（Tickle-Degnen & Rosenthal, 1987）。安藤（ 2017）は、多

くの人々が日常的に経験するなじみのある概念であるだけに明確な記述を困難にしている

としたうえで、二つの側面による議論を展開している。一つは、個人あるいは両者の性質

あるいは相性に依存するものとして、両者における調和や適合性、親和性を意味すると論

じている。もう一つは、両者の相互作用の成果として議論されるものとして、コミュニケ

ーションに対する満足と相互理解とする考え方を提示している。他方、Weitz et al.（1992）

は、相互信頼の上に成り立つ親密で調和のとれた関係とし、Gremler and Gwinner（2020）

は、顧客がサービスを提供する従業員と楽しい相互作用を持ったと知覚していることであ

り、二者間の個人的な絆で特徴づけられるものとしている。  

これらを踏まえて、安藤（ 2017）は、企業と顧客との間の相互作用性を成立させる下位

概念として「楽しい相互作用」と「個人的な絆」を提示している。また、企業が顧客との

関係性の質を向上するために使用する具体的な方法として、Gremler and Gwinner（2000）

は「笑顔」、「楽しい会話の開始」、「気配りのある顧客サービス」、「知識共有」等の行動が

あることを特定している。  

企業と顧客との関係性の質向上に至る相互作用を調査する研究は少なく、サービス・エ
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ンカウンターにおける従業員の行動や感情を探求する研究も限られている（ Giardini & 

Frese, 2008）。前述の概念や具体的な方法の参照が当座は有効である旨が示唆されるところ

であり、実務的含意は後章において改めて検討することとする。  

  



37 

 

第３章 顧客を取り巻く社会的関係 

3-1. 理論的背景  

 本章では、BtoC 領域におけるサービス・マーケティング研究のサーバクション・フレー

ムワーク（Langeard et al., 1981）を参照し、図 9 で示す顧客 A に影響を及ぼす顧客 B に着

目した。ここでの顧客 A は、顧客接点のある従業員から旅行相談のサービスを受ける人を

表し、顧客 B は、直接的なインタラクションの発生しない店内の可視的領域に居合わせる

他の顧客を表す。着目した理由は、顧客 A が顧客 B と物理的に同じ空間を共有することは

リアル店舗固有の事象であることにある。また、他の可視的要素に比べて顧客 B の存在や

その社会的影響が、研究や実務で見過ごされがち（Fisk et al.,  2004）という面もある。  

同じ空間にいる他の顧客を調査する観光関連の先行研究を概観すると、顧客が実際に旅

先で旅行サービスを消費している時に着目した研究（ e.g., Wu, 2007; Rihova et al.,  2018）は

あるが、リアル店舗での旅行相談のファネルに着目した研究はみられない。したがって本

研究には新規性があり、萌芽的ながら学術的意義があるものといえる。また、リアル店舗

の新たな活用方法への示唆を与えるという点では実務への貢献が可能と捉えている。  

以上を踏まえ、実証調査をつうじて、相互作用のない他者の存在が顧客の消費行動に及

ぼす影響の有無や度合いを明らかにすることで、リアル店舗の存在意義や企業が顧客と価

値を共創するにあたっての基本的な考え方について探求することとしたい。  

 

図  9 サーバクション・フレームワーク  

（出所）小川・戸谷監訳（2005）p.39 図 2.1 をもとに筆者作成  
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3-2. 先行研究を踏まえた仮説構築  

3-2-1. 文化的自己観  

 文化心理学における文化的自己観とは、人々が様々なことを経験するときに慣習や価値

観から形成される、自己たる人の主体についての歴史的・文化的な思想やモデルをあらわ

す（Markus & Kitayama, 1991; 北山 , 1998）。なお、文化とこころの関連については、 1960

年代以降に文化人類学的な立場からだけでなく、社会心理学や精神医学、神経科学などの

立場から研究が発表されるようになり学際的関心が高まった（伊坂 , 2018） i。特に、社会

心理学や発達心理学を背景とする研究者たちは、文化とこころの相互関連性を強調する文

化心理学を提唱するようになった i i。その中では文化を捉える代表的な枠組みとして、個人

と集団の関係に焦点を当て、個人を優先する欧米の文化と集団を優先する東洋の文化とし

て比較する構図が多くみられる i i i。Markus and Kitayama（1991）はその文化心理学の代表的

な理論 ivとされ、西洋の個人主義的文化と東洋の集団主義的文化とでは、その背後にある人

間観や自己観が異なるとしている。  

 また、Markus and Kitayama（1991）は個人がその文化の中で自然と身に付けた個人的選

好の結果から生じるとしている。しかしながら、文化的自己観の違いがどこから生じるの

かという点についての検討は十分にされているとはいえない v。それについて、周囲の人が

持つと信じる価値観に人は合わせる、との検討がなされている。例えば橋本（2011）は、

日本人大学生が相互協調的自己より相互独立的自己を理想と考えていながらも自分自身は

相互協調的であると考え、さらに世間一般の人たちは自分たちよりももっと相互協調的で

ある、と捉えていることを示した。そして、日本人が相互協調的な行動をとるのは、個人

が相互協調的な信念を共通にもっているというよりも、他者は相互協調的な信念をもって

いると考える、他者に関する信念が大きな要因であるとしている（橋本 , 2011）。  

 前述のような研究に加え、日本人のコミュニケーションの特徴としてしばしば取り上げ

られる、本音と建前の二重構造や道徳的判断 viと自己観との関連性が指摘されている。ま

 
i 伊坂（2018）p.9 
i i 前掲  
i i i 前掲  
iv 同 p.12 
v 同 p.79 
vi 同 pp.76-80 
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た、義理たる役割志向性と人情・慈悲といった情緒的関与の二次元の存在（北山 ,  1998）や、

日本人が同調の自己呈示を多用している可能性（守崎 , 2000）についても示唆されている。

つまり、文化的自己観は非常に多くの要因と絡み合いながら、様々な社会的行動に影響を

与えていると考えられている（北山 , 1994）。  

なお、そうした相互に影響し合う関係性の中で、文化的自己観は消費者行動にも影響を

及ぼすことが明らかにされている。例えば Aaker and Lee（2001）は、相互独立的自己観・

相互協調的自己観と説得的コミュニケーションの関連性について論じている。相互独立的

自己観が優勢な人は、肯定的な結果が想定される情報に説得されやすい。一方、相互協調

的自己観が優勢な人は、否定的な結果の回避に繋がる情報に説得されやすいとしている。

また、Mandel（2003）は、双方の自己観が様々なリスクの取り方に及ぼす影響について明

らかにしている。相互協調的自己観が優勢な人は、相互独立的自己観が優勢な人に比べて

金銭的リスクの甘受は積極的ではあるものの、社会的リスクの受け入れには消極的になり

やすいとしている。He et al（2012）は、相互協調的自己観を顧客が有する場合、他者の存

在は顧客に企業が提供するサービスの満足度を向上させるとしている。その他にも、広告

効果やブランドの評価、衝動買い、空間の判断など、様々な消費行動に対する文化的自己

観が及ぼす影響についての研究がこれまでになされている（鈴木・阿久津 , 2012）。  

 

3-2-2. 相互協調的自己観  

 Markus & Kitayama（1991）が定義する相互協調的自己観とは、自己を社会的ユニットの

構成要素の一部として捉える概念としており、東洋特有の文化的自己観とされる（概念図

＝図 10）。集団主義の文化にみられる相互協調的自己観では、自己は周囲の重要な他者と

境界が重なり合っており、自己と他者の心理的な境界が不明瞭である i。そして、重要な他

者との関係の中で自己が形成され、発揮される i iとしている。概念図は、自己の定義がその

場にいる状況や他の人々の存在によって異なることをあらわす。  

このような自己観が優勢な東洋では、意味ある社会的関係における重要な一部分として

自己を認識し、また周囲の人々によってそのように認識されることによって文化的に受け

入れられた個人のイメージが形成される（北山 , 1998）。また、集団の目標や協調した行動

 
i 伊坂（2018）p.12 
i i 同 p.12-13 
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にコミットし、個人の成功よりも調和的な社会関係の維持を重要視する傾向にある（Nisbett, 

2003）。阿形・釘原（2008）によると、日本では自己の印象操作や自己の把握に努める自己

評価行動などにおいて相互協調的自己観との関連がこれまでに検討されている。  

 

 

3-2-3. 相互独立的自己観  

相互協調的自己観の対にあたる相互独立的自己観は、自己は周囲の人間と本質的に切り

離された主体であると捉える概念であり、西洋特有の文化的自己観とされる（Markus & 

Kitayama, 1991; 概念図＝図 11）。自己が周囲の他者と明確な境界で区別され、相互に独立

している。そのような自己観では、個人を規定するのはその個人に備わった内的な属性で

あり、自己を取り巻く状況に影響されずに内的な属性を発揮していくことが期待される i。

つまり、相互協調的自己観は能力や才能、性格特性、動機といった主体の持つ様々な属性

によって定義される（北山 , 1998）といえる。  

西洋人は他者と自分との違いを過度に強調し、自分のことを実際以上に個性的であるこ

とを標榜するとともに、人間関係が自身の成功を妨げる可能性もあると信じている（Nisbett, 

2003）。相互独立的自己観が優勢な人について北山（1998）は、物事の考え方や生き方につ

いて独特の思想を持っており、それらの表現が当然として文化に受け入れられている道徳

 
i 伊坂（2018）p.12 

図  10 相互協調的自己観のイメージ  

（出所）Markus and Kitayama（1991）  
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観 iを有する人間像としている。なお、Manalo et al.（2013）は、相互独立的自己観が優勢な

人は存在しているが、日本人は相互協調的自己観が優勢になりやすいとしている。  

 

 

3-2-4. RELATE 

シュミット（1999）は、前章で示したとおり、自己を他者に社会的・文化的文脈で関連

付けた結果感じる価値を自身が整理した戦略的経験価値モジュールにおいて RELATE とし

ている。また、企業の商品やサービスを購入し利用する際の顧客の体験をデザインするこ

とで顧客に価値提供を図るマーケティング手法を論じ、顧客が感じる価値を先述の枠組み

において 5 分類した。そのなかの一つである RELATE マーケティングは、企業が顧客と価

値共創を図るうえで、顧客が自分の理想とするイメージや他者、もしくは特定の文化やグ

ループへの所属感覚を持ってもらうためのアプローチ手法としている。  

相互協調的自己観が優勢な人について、行動は周囲の人間や状況に依存し、人間は集団

の成員として調和を保つように動機づけられる（鈴木・阿久津 , 2012）。それゆえに、相互

協調的自己観と顧客に帰属意識を抱かせる RELATE マーケティングとの間には相関関係の

存在が示唆される。他方、相互独立的自己観が優勢な個人は自己の実現に向かうように動

 
i 北山（1998）p.57 

（出所）Markus and Kitayama（1991）  

図  11 相互独立的自己観のイメージ  
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機づけられている（鈴木・阿久津 ,  2012）。そのため、相互独立的自己観と RELATE との間

における正の相関関係の存在は否定的に捉えられる。  

以上を踏まえて、企業が本研究における店内の他の顧客たる他者に着目して RELATE マ

ーケティングを実践するにあたって留意すべき文化的自己観の特徴を検討することとした。

その際、他者からの影響度を示す文化的自己観と RELATE の間の相関関係を明らかにする

ことに意義があると考えた。そして、以下の仮説を導出した。  

 

H1 相互協調的自己観は RELATE へ正の影響を及ぼす  

H2 相互独立的自己観は RELATE へ負の影響を及ぼす  

 

3-2-5. 継続利用意図とクチコミ意図  

 同様に前章で示したグッドマン（2014）は、価値共創のもとサービスが完結するという

顧客経験が顧客の継続利用意図やクチコミ意図に影響を及ぼすと論じていることから、顧

客経験の改善および向上は、顧客の離反を抑制しポジティブなクチコミを増やすことが示

唆される。  

また、前章で RELATE への接近を試みた際に、双方向同一視（Sympathy）に基づく仲間

であることの心地よさや連帯感、あるいは外部認知グループ（Symbol Group）としての外

部から一つのカテゴリーのメンバーとして認識されることの価値として捉えた。  

そうした何らかのグループのメンバーとしての帰属意識と顧客のその後の継続・離反動

向については、様々な分野で研究が蓄積されている。安藤・広瀬（1999）によると、女性

運動や労働運動、環境運動において、組織への帰属意識が及ぼす組織からの離脱意図や積

極的貢献意図に及ぼす影響が数多く調査されている。また、佐藤・間野（2010）はプロス

ポーツのファンクラブ会員の帰属意識が継続利用意図に影響を及ぼすことを明らかにして

いる。サービス・マーケティングの研究領域では、Anderson et al.（1994）や新倉（2019）

らによって帰属意識が顧客の再購買意図に影響をもたらすと論じている。帰属意識が強い

場合には、そのグループに所属しているということが自己にとって重要性を持つため、組

織に留まり続けようとする（安藤・広瀬 , 1999）。そうした社会的アイデンティティ（Tajfel 

& Turner, 1979）の保有は離脱意図を薄れさせるとされる。  
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他方、帰属意識とクチコミ意図の関連性について、Cheung and Lee（2012）は帰属意識

（Sense of belonging）をクチコミ意図の前提条件に挙げている。定量的研究を踏まえて、

自身のリターンよりも自分のコミュニティたる集団全体の利益を念頭に置く思想が eWOM

意図につながるとしている。それは、クチコミ意図の動機を探求した Arndt（1968）が、受

け手の助けになりたいとの欲求が引き起こすとして動機の一つに提示する利他主義と重な

る。その他にも、Chu et al.（2019）は WeChat のフレンドサークルへの帰属意識が eWOM

に正の影響を及ぼすことを明らかにしている。  

これらの背景には、まず、先述した社会的アイデンティティを獲得し個人が自らを社会

的集合体の一員であると認識すると、その集団の一員であるという観点から自らを定義す

る傾向が強くなることにある（Dholakia et al., 2004）。そして、メンバーは集団への貢献を

つうじて受け取ることのできるリソースによって他者のニーズが満たされる感覚を抱くこ

とにあるとされる（McMillan & Chavis, 1986）。つまり、自分自身を共同体の一員であると

認識し自分の目標を共同体の目標と一致させると、他者を自分の親族であるかのように扱

うようになり、必ずしも有益でないことも含め他者のために有益だと考える行動を選択す

る（Hars & Ou, 2002）とされる。  

なお、クチコミは、商業的な意思を伴わない、口頭や対面の状況における送り手と受け

手との間で交わされる、ブランドや製品、サービスに関するコミュニケーション（Arndt, 

1968）とされる。現在では、インターネット上で電子的に交わされるコミュニケーション

である e クチコミもその一形態とされる（Godes & Mayzlin, 2004）。  

以上を踏まえて、以下の仮説を導出した。  

 

H3 RELATE は継続利用意図へ正の影響を及ぼす  

H4 RELATE はクチコミ意図へ正の影響を及ぼす  

 

3-2-6. 研究モデル  

ここまでを整理すると、文化的自己観を構成する各要素と RELATE の関連性、および

RELATE とそのアウトカムとしての顧客行動の関連性について、一体的に検討可能なこと

が示唆される。そこで以下の仮説を設定するとともに、その構造モデルを図 12 に示す。  
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3-3. 実証調査  

3-3-1. 調査対象 

調査は 2023 年 4 月 3 日から 4 月 4 日まで、20 歳から 69 歳までの楽天インサイト登録ユ

ーザーを対象としてインターネットで実施した。旅行業従事経験者を対象から除外し、「取

り扱う商品やサービスの購入とは無関係な立ち寄りや、付き添いでの訪問、私用以外の業

務などでの利用、および海外の店舗」を除く国内の旅行会社を 5 年以内に訪問した人を対

象とするスクリーニングによって、国内の男女計 500 名から有効回答を得た。なお、調査

対象者の年代（10 歳刻み）と性（男女別）にサンプル数を均等割り付けしている。また、

複数の店舗を利用したことがある対象者には、直近に利用した店舗について回答するよう

に要請した。スクリーニング回収サンプル数は 3,730 だった。詳細なデモグラフィック変

数は表 9 のとおりである。  

 

 

 

 

 

図  12 研究モデル  
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3-3-2. 調査設計  

文化的自己観は Singelis（1994）が作成した Self-Construal Scale（SCS）を用いて、相互

協調的自己観を測定する 15 項目と相互独立的自己観を測定する 15 項目の計 30 項目を観

測変数とした。SCS は、欧米における自己観に関わる研究で最も一般的に用いられている。

ただし、例えば「相手が年上でもファーストネームで呼ぶ」との質問項目は北米文化の特

質に規定されるため、日本人を対象とする質問には妥当性を欠く項目を含むとの指摘がみ

られる。例えば Matsumoto（1999）は、欧米とアジアの文化間での妥当性の認識がされて

いないとしている。  

他方、Kim et al.（1996）は、自己観に関する質問紙調査を日本、韓国、ハワイ、米国本

表  9 調査対象者のデモグラフィック変数  
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土の大学生を対象として実施するにあたり、 SCS の項目をそれぞれの文化に合わせた内容

へと修正している。先述の質問項目は「初対面の相手が自分よりかなり年上であっても、

私は相手とオープンに話をすることができる」とすることで、日本文化における妥当性を

高めている（志木 , 2019）。そこで、本研究では、Kim et al.（1996）の修正版「自己観に関

する 30 項目」を質問項目 iとして、リッカート尺度 7 段階で回答を求めた。  

RELATE、継続利用意図、そしてクチコミ意図の測定項目は、3 つの因子にそれぞれ 5 つ

ずつ計 15 の前章の調査と同じ観測変数を設定し、リッカート尺度 7 段階で回答を求めた。 

以上を整理した質問項目の一覧は、表 10 のとおりである。なお、因子名は、相互協調的

自己観＝ INT、相互独立的自己観＝ IND、RELATE＝REL、継続利用意図＝RET、クチコミ意

図＝WOM としている。  

 

 

 
i 質問文は志岐（2020）を引用した。  
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3-3-3. 調査結果  

 統計学的解析には IBM SPSS Statistics 29.0 と Smart PLS 4.0.9.2 を使用した。PLS-SEM を

用いたのは、小規模なサンプルサイズのデータを用いた研究に有効とされるため（Hair et 

al., 2016）である。  

 まず、確認的因子分析をおこなった。その際、因子負荷量が .600 未満の項目は除外した。

なお、REL5 の「私は社交的である」は RELATE を説明するうえで重要な観測変数である

ため内容的妥当性を確保すべき観点から除外対象としなかった。  

表  10 観測変数と測定項目  
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収束的妥当性は表 11 のとおりである。AVE は基準値である .500 を超過しなかったもの

の、Cronbach のαと CR の値は十分高く適切と考えられる。  

 

 

 

表  11 収束的妥当性  
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また、Henseler et al.（ 2015）の Heterotrait-Monotrait Ratio of Correlations（HTMT）によ

る弁別的妥当性は表 12 に示すとおりである。HTMT スコアの最高値は .864 であり推奨さ

れる基準値の .900 を下回っている。そのため、概念間の弁別的妥当性に問題がないと判断

された。  

 

 

 

次に VIF を確認すると 4 未満（1.000-2.365）であることが確認され、多重共線性の問題

はないことがわかった。構造モデルを検討すると、 SRMR は .085 であり .080 未満とはなら

なかったが基準をほぼ満たしていた。Q2 の値は REL＝ .291、RET＝ .387、WOM＝ .414 とな

り、それぞれ良好な予測関連性が示された。また、ほとんどのパスの f2 は .150 を上回って

おり、中程度の効果が示された。  

 仮説検証の結果を表 13 に示す。また、図 13 として図示する。明確な相関が確認された

ため、仮説 H1、H3、H4 はいずれも支持された。H2 については、IND の標準化係数が正の

値であることから棄却された。  

 

 

 

表  13 構造モデルの解析結果  

表  12 弁別的妥当性  
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3-4. 考察 

 実証調査の結果、参照した先行研究と同様に RELATE が RETENTION と WOM に影響を

及ぼすことが明らかになった。他方、他の顧客の存在が企業の提供するサービスに対する

満足度を高めることを示すという先行研究（He et al, 2012）に基づいて、相互協調的自己

観は RELATE に正の影響を及ぼし、相互独立的自己観は負の影響を及ぼすと仮説を設計し

た。しかし、前者の仮説は支持され、後者は棄却された。つまり、双方の自己観が RELATE

に肯定的な影響を及ぼすことが明らかになった。この結果から、以下の 4 点が示唆される。  

 

3-4-1. 他者概念の解釈 

1 点目は、他者概念の解釈を検討することにある。先述したとおり、RELATE は自己を他

者に社会的・文化的文脈で関連付けた結果生じる価値を表す。そして、他者を含む社会的

な自己に焦点をあてるのが相互協調的自己観である。ここでの他者を、Markus and Kitayama

（1991）は特に内集団のこととしている。内集団とは一般的に家族などといった共通の運

命を共にした集団のことを指すが、類似性を共にした集団もこの内集団に該当する。なお、

Triandis（1989）は共通の好み、デモグラフィック、行動を類似性の観点として挙げている。

こうした類似性をいずれかの自己観を有する顧客に実感してもらうことが RELATE、そし

てその延長上にある継続利用意図やクチコミ意図の向上に繋がることが示唆される。  

図  13 構造モデル  
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リアル店舗における旅行相談サービスを対象領域とする本研究において、顧客にとって

の他者は、旅行を共につくり上げる行動を共にするパートナーと、同様の行動を検討中の

居合わせた同士と捉えられる。つまり、相互協調的自己観を有する場合は顧客接点のある

従業員と他の顧客、自身を周囲の人間と本質的に切り離された主体であると捉える相互独

立的自己観を有する場合は顧客接点のある従業員に限り、それぞれが他者に該当するとい

える。企業にとっては、それぞれの社会的関係を維持、発展することが望ましい。加えて、

「共通の好み」は例えば旅の目的や旅行先、「デモグラフィック」は性別や年代などの生得

的属性、学歴や職業、価値観といった獲得された属性において、いずれも類似性を確保す

ることが求められる。  

一方、サーバクション・フレームワークにおいては、可視的要素として顧客接点のある

従業員以外に、設備や施設等の物的な環境が挙げられている。物的な環境はシュミット

（1999）が示す戦略的経験価値モジュールにおける顧客の SENSE や FEEL といった価値の

充足状況に該当する。しかしながら、それらは企業と顧客との間の関係性の質向上には相

関関係がみられないことを先述した。以上を踏まえ、可視的要素に焦点をあてた自己観ご

とのサーバクション・フレームワークは、図 14 のように整理できる。  
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3-4-2. 相互独立的自己観を有する顧客と他の顧客との関係  

2 点目は、相互独立的自己観を有する顧客と外集団たる他の顧客との関係性について検

討することにある。先述したとおり、相互独立的自己観を有する顧客であっても従業員と

の類似性を背景として RELATE へ正の影響を及ぼすことがわかった。旅行事業者は、顧客

が他の顧客によって負の影響を被るような事象 iの発生はもちろん未然に回避する必要が

ある。しかしながら、相互独立的自己観が優勢な顧客が他の顧客との相互作用に特段留意

する蓋然性は乏しいといえる。  

他方、相互独立的自己観を有する顧客には、理想的な自己を表現することで他者から好

 
i 例えば、直接的には乱暴な言動を伴う迷惑行為。間接的には従業員がサービスに過剰な

時間を費やすことで待たされたり店内の混雑を余儀なくされたりすること。  

図  14 本研究における可視的要素に限定したサーバクション・フレームワーク  
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印象を持ってもらいたい願望がある（Kurt et al., 2011）。これは、より多く支出するという

購買行動によって自分を良く見せようとするものなどで、顕示的消費の一部とされる。Kurt 

et al.（2011）は彼らを作動性（Agency）の志向を有する顧客として、その対にあたる共同

性（Communion）の志向者と比べて個の確立や他者との相違を追求するとの議論を展開し

ている（図 15）。  

他の顧客との直接的な作用は発生しないものの、旅行相談サービスが進行した先の段階

においてそうした感覚を顧客が誇示したい意思を顧客接点のある従業員は理解し、インタ

ラクションにおいて適切に対処することが RELATE の向上へと繋がる可能性を勘案してお

くことが求められる。  

 

 

 

 

3-4-3. 顧客の自己観の捉え方  

 3 点目は、顧客の自己観を企業はどのように捉えるべきかを検討する点にある。先述し

たとおり、日本人は相互協調的自己観を有する傾向にあるとされている。しかしながら、

国民性としてそのような状態であったとしても、個人の自己観に必ず反映されるわけでは

ない。相互独立的自己観が優勢な人物が存在するのも事実である。異文化間コミュニケー

ションが容易となり情報流通が加速度的に進化するグローバル社会においては、東洋や西

洋といった地域的枠組みに限定した議論を維持するのは困難と言わざるを得ない。このよ

うな環境を考慮すると、相互独立的自己観の優勢な日本人がこの数十年において増加して

いる可能性が想定される。  

そこで注目すべきなのは、同じ人物が環境や状況によってどちらかの自己観へ傾くこと

図  15 共同性と作動性  
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があるという主張である。それは、He et al.（2012）の「活性化」や高田（2011）の「発達

的変化」たる概念がその説明に寄与する。  

自己観は前章で記した生育した文化への依存に限らず、双方の自己観を有しながら状況

や人の発達期に応じていずれかの自己観が優勢となる。つまり、人には 2 つの自己観の両

方が備わっており、その時点で優勢な自己観が個人の行動を規定する。以上を踏まえると、

顧客個人の中に相互協調的自己観と相互独立的自己観は共存しながらも、相対的な強さに

よって表面化する側面が変わる（Aaker & Lee, 2001）点に事業者は着目する必要性がある

といえる。  

ただ留意しておきたいのは、自己観に起因する行動や高田（ 2011）の示す年代で必ずし

も明白に顧客を区分できるわけではなく、また顧客の来店時に従業員がその都度判定する

のは困難ということである。  

その際、顧客がリアル店舗を訪問する前におこなうオンラインコミュニケーションの有

効活用が求められる。Web サイトや SNS 上のストック情報へアクセスした後に問い合わせ

や来店予約のステップへと進行する消費者に、自己観を伺い知ることのできるような問い

を設計したりコミュニケーションを実践したりすることで、一定の特性把握に繋がること

が期待される。新規顧客へのそれらの対応記録の蓄積と、既存顧客における何らかの特性

と自己観との相関関係を見出すことでの類型化を試みることで先述の問いに対する答えの

導出が見込まれる。  

Fisk et al.（2004）は、あるサービス企業をひいきにしている人々の年齢、性別、社会的

背景、知識や経験、民族性などの組み合わせを顧客ミックスとして、非常に多くのタイプ

の顧客を同時に扱う際にはレパートリーを整備する必要があるとしている。既に顧客ミッ

クスを管理している企業においても、レパートリーの一部として自己観の把握に繋がるコ

ミュニケーションの実装の必要性が示唆される。  

 

3-4-4. RELATE とアウトカムへの接近  

 本章で記した調査によって、RELATE が継続利用意図やクチコミ意図といったアウトカ

ムへ影響を及ぼすことが明らかになった。本章 2 節では、アウトカムとの関連性を検討す

るにあたって、RELATE たる概念にグループのメンバーとしての帰属意識から迫った。1 章
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で記した S-D ロジックに則ったコミュニケーション戦略を実践し、顧客と価値を共創する

にあたって、企業は顧客からのロイヤルティを獲得し高めねばならないのは自明の理であ

る。それらの観点から着目したいのが、社会的関係を一層強固にする心理的動機たる、顧

客からの信頼である。  

顧客が特定のサービス提供者との関係性の維持を希求する背景には、手段的な意味を有

する依存と自己充足的な意味を有する信頼がある（Bendapudi & Berry, 1997）。依存の関係

は、自由に他のサービス提供者を選択できない制約条件を持つものだ。つまり、関係を解

消すると経済的、社会的、心理的コストが大きいために関係から離脱できない状況を指す。

他方、信頼の関係は、自由に他のサービス提供者を選べる条件にありながら、信頼感を基

礎としてその事業者との関係を継続するものである。  

信頼はやがて献身の感情を生み、サービス提供者への協力・協同の気持ちや一体感、さ

らにはサービス提供者を擁護するに至る。Bendapudi and Berry（1997）はこの関係につい

て、親密さを深めることで単なる顧客から得意客、支持者、代弁者、そしてパートナーへ

と昇格すると論じている。  

その親密さを深める要因は 2 つある。1 つにサービス提供者の能力に関わる要因、もう

1 つに、実際に企業と顧客が相互作用する頻度を挙げている。前者についてはそれぞれへ

の職業訓練のアップデートはさることながら、顧客に類似性を抱かせることに寄与するほ

どにパーソナリティを開示し、得意な分野や秀でた能力に磨きをかけることが肝要と捉え

る。後者については、顧客専任制やデータベースの完備によって関係性を強化し、顧客が

企業を評価する機会を一層増加させることで、将来的には社会的絆の強化に繋がる可能性

の展望も可能といえる。  

無形財であり、購買と消費のタイミングが異なるという独特のサービスを取り扱うにあ

たって、安心や安全を標榜する国内の伝統的旅行会社は少なくない。しかしながら、一方

的にそれらを喧伝したところで理解を得られにくい。サービスを販売する場ではなくメデ

ィアの場として存在しながら、信頼の先に価値を共創できる空間の設計の必要性が示唆さ

れる。  

 以上を踏まえ、顧客が企業に対して信頼を寄せることで共創された RELATE たる価値が、

先述した社会的アイデンティティと認知されることが、継続利用意図やクチコミ意図とい
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ったアウトカムへ影響を及ぼすことの前提にあるものと措定される。  
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第４章 事業者による顧客へのマネージ 

4-1. 理論的背景  

本章では、前章までを踏まえ、リアル店舗への来店誘引に効果的なオンラインコミュニ

ケーションにおける施策を検討する。  

まず、顧客接点の変容について整理する。  

観光庁（2023）は、観光産業は裾野が極めて広く、我が国の基幹産業へと成長するポテ

ンシャルを有する総合産業としたうえで、官民一体となって観光産業の付加価値を更に高

め、稼げる産業へと変革を進めていく必要があるとしている。また、観光産業が収益力を

高め、適正な対価を収受して収益を地域内で循環する必要性も示している。具体的には付

加価値額を高めるために売上高を増加することを求め、客単価を上げることと顧客数を増

やすことが取り組みの方向性としている。つまり、企業に対して既存顧客との関係強化お

よび新規顧客との関係構築を要請していることが示唆される。  

本稿が対象とする BtoC の店頭販売が実践されるリアル店舗について、田中（2022）はお

客様と消費をマッチングさせる機能の提供とするこれまでの存在意義を改める必要性を提

示している。宮田（2022）は、実店舗は複数ある顧客接点の中の一つになったとし、店を

中心にしたビジネスを、顧客を中心に据えたビジネスとして再定義することが必要になっ

たと論じている（図 16）。  
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リグビー（2015）は「デジタル」と「フィジカル」（物理的）の世界とを分けて考えたシ

アーズ・ホールディングスを経営判断のミスをした代表格とし、顧客の間では双方の世界

が密接に絡み合っているゆえにデジタルの力を利用して、リアル店舗などのフィジカルの

売上げを伸ばすことができるとし、同様の例はさまざまな産業で見られると指摘している。 

また、藤井（2022）はデジタルトランスフォーメーション（DX）の推進には顧客とのあ

らゆる接点を統合したうえで、顧客の行動に企業が寄り添い続け、顧客の成功を実現する

ためのバリュージャーニーという機能を持つ必要を提示している。近藤（2023）も同様の

指摘を展開したうえで、現在では、 1 人の顧客のカスタマージャーニーにおいて、より多

様なデータを収集できるようになったため、それらをもとに店舗や EC のあり方を最適化

していくことが必要としている。  

以上を踏まえ、企業は顧客との関係を検討するにあたって、問題の背景に存在する顧客

の変化をきちんととらえていないこと（リグビー , 2015）を甘受したうえで、デジタルとフ

ィジカルを融合した顧客とのコミュニケーション戦略を推進することが求められる。その

ことによって、競争上の新たな強みになる可能性が高まる旨示唆される。  

図  16 急増した顧客接点  

（出所）宮田（2002）p204 をもとに筆者作成  
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次に、旅行業の機能から顧客価値について検討する。  

志賀（2019）は店頭販売の課題を 5 点挙げている。第一に、インターネットで簡単に予

約できる環境が生まれたこと。第二に、OTA、直販および旅行会社間の厳しい価格競争に

より、収益性が落ちてきている状況であること。第三に、航空座席や宿泊客室の供給減に

より旅行商品の企画・造成に制約が加わりつつあること。第四に、マーケット縮小と若年

層マーケットの変化。そして第五に、ひとり当たりの生産性が他業種に比べ低いこととし

ている。  

 他方、島川（2020）は旅行業の価値をステークホルダーごとの視点をもとに表 14 のよう

に示した。  

旅行者視点として挙げられた 5 点において先の課題を照らし合わせて検討してみると、

ワンストップでの簡単な予約はリアル店舗における提供機能としては弱体化が否めない。

かつては「宿泊、鉄道、航空、バス、レンタカーなど、それぞれ異なった会社や施設の予

約・手配はインターネットの発達した今日でも、手間がかかり面倒なこと（安田・中村 , 2018）」

とされていた。しかしながら、近年では例えば JR3 社が新幹線ネット予約 EX サービスの

アプリや Web サイトで、ホテルやレンタカーをまとめて予約し決済できる機能の追加をも

って MaaS（次世代移動サービス）に対応させた利便性向上策を発表（日本経済新聞 , 2023b）

している。また、 JR 券と宿泊施設とを組み合わせて予約・利用できる商品を OTA ユーザ

ー向けに提供を開始する企業（日本旅行 , 2023）が現れたり、体験・入場・共通券等とする

地域資源を活用した着地商品を一元的にオンライン販売する仕組みとデジタル通貨機能を

表  14 旅行業の価値  

（出所）島川（2020）p88-92 をもとに筆者作成  
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実装することで観光 DX の実現を目指す法人（国際観光施設協会 , 2023）が登場したりして

いる。  

一方、リアル店舗の店舗網縮小が 1 章に記したコストカットによるものであれば、価格

競争に対応した低価格化を店頭販売が標榜するのには違和感がぬぐえない。  

これまでの検討を踏まえると、店頭販売においてはマーケットの変化を意識したうえで、

顧客へ安心感を与えられる雰囲気のもと、必要な情報やノウハウを的確に示すことが何よ

り求められる旨示唆される。なお、本章においても 2 章 1 節で示した、販売前に提案する

サービスの過程品質と商品販売時における結果品質からなる「旅行相談に関するサービス

品質」に関わる機能のありように焦点を定めることとする。  

 

4-2. 先行研究を踏まえた仮説構築  

4-2-1. 自己観と類似性 

先述した他者に感じる類似性の概念について、澁谷（2013）はこれまでには企業から見

た場合の消費者間の客観的な類似性を意味していたとしている。近年は、本来は見知らぬ

者同士であった消費者 X と Y が、相互に何らかの類似性を見いだし、インターネット上で

活発にコミュニケーションを行い、結びつくことが容易になってきているとして、このよ

うな消費者同士が自ら見いだす類似性を主観的類似性（図 17）と称している。  

 

また、Mussweiler（2003）は、人間が他者と接する際に、最初に見いだした小さな共通点

図  17 伝統的なマーケティングと今日のマーケティング  

（出所）澁谷（2013）p56 図表 1-11 をもとに筆者作成  
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が類似性探索のコンテクストを作り出す場合には、続けて行われる本格的な類似性判断の

プロセスにおいても、引き続き共通点ばかりを検討するために、結果として当該他者と自

分とは類似しているという最終的な結論に導かれるとし、それを同化（ assimilation）と称

した。逆に、最初に小さな相違点を見いだすと、非類似性探索のコンテクストが作り出さ

れるため、本格的な検討においても相違点ばかりに着目することとなり、結果として当該

他者と自分とは似ていないという最終的な結論に導かれる状況を対比（ contrast）としてい

る。  

参照する他者が自己と類似しているほど、他者の経験が自己の将来の代理経験としてよ

り正確であると判断されている（澁谷 , 2013）ことから、類似性を感じる観点をさらに細分

化して同化に至るプロセスを検討したい。その際、高田（1981）による他者と自己との間

の「意見内容の類似性」と、意見内容に関連するその他の「関連属性の類似性」との識別

を参照する。  

これらの識別は Festinger（1954）による社会的比較過程の分野で用いられる。 Festinger

（1954）は、人間が自己と他者とを何らかの観点で比較し、両者の間の類似点と非類似点

を明らかにしようとするプロセスに着目した。問題提起の論旨が、人は社会的比較をおこ

なうために自己と類似した他者を選択する、ということで類似性仮説とも称される（高田 ,  

1984）。しかしながら類似性という概念の曖昧さから、「意見陳述や成績得点の一致」の観

点と「意見や成績に関連した属性の類似」の観点に区別した考察が求められる（高田 , 1981）

こととなる。その区別の必要に則るかたちで、国内においては澁谷（2004）が前者を「一

致性」、後者を「類同性」として、また外山（2002）は前者を「意見比較」、後者を「能力

比較」と区別する研究がみられる。  

なお、自他を比較して類似・非類似の判断を行う際には、そもそも自らをどのような人

間と認識しているかが判断結果に大きく影響を及ぼす（澁谷 , 2013）。つまり、自身によっ

て捉えられた自分としての自己観と他者に対する類似性の捉え方との間に何らかの関連性

が存在していると措定される。  

文化的自己観の分類と特徴は前章 2 節で示したとおりである。他者との関係の中で自己

が形成される相互独立的自己観が優勢な個人が他者への類似性を重視し、自己を取り巻く

状況に影響されずに内的な属性を発揮する相互独立的自己観が優勢な個人は他者に対する
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類似性を重視しないと思われる。さらに類似性を細分化して同化へ接近するにあたって、

以下の仮説を設定する。  

 

H1 相互協調的自己観が優勢な人は、意見内容の類似性を重要と考える傾向にある。  

H2 相互協調的自己観が優勢な人は、関連属性の類似性を重要と考える傾向にある。  

H3 相互独立的自己観が優勢な人は、意見内容の類似性を重要ではないと考える傾向にあ

る。  

H4 相互独立的自己観が優勢な人は、関連属性の類似性を重要ではないと考える傾向にあ

る。  

 

4-2-2. 自己観と他の顧客の存在の重要性  

 先述したとおり、RELATE は自己を他者に社会的・文化的文脈で関連付けた結果生じる

価値を表す。そして、他者を含む社会的な自己に焦点をあてるのが相互協調的自己観であ

る。ここでの他者を、Markus and Kitayama（1991）は特に内集団のこととしている。内集

団とは一般的に家族などといった共通の運命を共にした集団のことを指すが、類似性を共

にした集団もこの内集団に該当する。先述の実証調査をつうじて、相互協調的自己観が優

勢な人は店内の他の顧客を内集団とみなすものの、相互独立的自己観が優勢な人は店内の

他の顧客を「外集団」と捉えることを明らかにしている。以上を踏まえ、以下の仮説を設

定する。  

 

H5 相互協調的自己観が優勢な人は、他の顧客の存在が重要と考える傾向にある。  

H6 相互独立的自己観が優勢な人は、他の顧客の存在が重要ではないと考える傾向にある。 

 

4-2-3. 旅行会社訪問経験の有無と旅行会社における他の顧客の存在の重要性  

 サービスが提供される場面で発生する顧客間相互作用研究は量的・質的双方の側面から

進められてきたが、主な研究上の関心は顧客間相互作用の量や質が顧客満足やロイヤルテ

ィといった企業に対する好ましい態度や行動に与える影響である（上元 , 2021）。そのため、

業種別のサービススケープや当該空間の訪問有無によって顧客間相互作用の量や質がどれ



63 

 

ほど異なるかであったり、他の顧客に対する認知レベルや重視する度合いを対象としたり

する研究はほとんど無い。  

Bauer（1960）は、消費者行動は消費者のいかなる行為も不確実性を伴った予測できない

結果を生み出し、少なくともそれは好ましからざるものであるという意味でリスクを内包

しているとして、知覚リスクの概念を示している。その知覚リスクは、不確実性と結果か

ら構成される（Cuningham, 1967）。また、Jacoby and Kaplan（1972）は知覚リスクを分類し、

金銭的リスク、パフォーマンス・リスク、身体的リスク、心理的リスク、社会的リスクの

5 つのタイプを挙げている。  

守口（2010）は、リアル店舗において高額で関与度の高い製品の購買時に知覚リスクが

発生しやすいとしている。本研究は購買に至るまでの旅行相談を対象としているものの、

先の分類に基づく消費者の様々な不安が旅行会社のリアル店舗への訪問を躊躇させている

可能性が示唆される。しかしながら、何らかの動機のもとリアル店舗へ訪問することによ

って知覚リスクの一部もしくは全てが緩和されれば、企業に対するロイヤルティが向上す

るのは自明の理である。  

そうして育まれる社会的アイデンティティに伴う、ブランド・コミュニティが影響する

社会的同一性理論の「内集団びいき」に着目した研究（ e.g., アルゲシェイマーら , 2005; ト

ンプソン・シンハ , 2008）がある。それらは、社会的アイデンティティの顕在化によって、

消費者は内集団へのさらなる好意と外集団への対抗意識を認識するというものである。こ

れを論拠として、旅行会社のリアル店舗を訪問したことのある人は、相互独立的自己観が

優勢になる傾向があると措定し、以下の仮説を設定する。  

 

H7 旅行会社訪問経験者は、非経験者に比べて旅行会社における他の顧客の存在の重要度

が低くみられる。  

 

4-2-4. 自己観と年齢・性別  

先述したとおり、日本人は相互協調的自己観を有する傾向にあるとされる。その属性別

の特徴として、若年層は高齢層に比べ、相互協調性が高く相互独立性が低い傾向がみられ

る（ e.g., 高田 ,  2002; 繁桝 , 2018）とされる。また、男性は女性より相互独立性が高く相互
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協調性は低い（高田、2002）とされる。以上を踏まえ、年齢や性別と自己観との関連性を

検証するために、以下の仮説を設定する。  

 

H8 相互協調的自己観が優勢な人は、年配の人よりも年代の若い人ほどよくみられる。  

H9 相互協調的自己観が優勢な人は、男性よりも女性によくみられる。  

H10 相互独立的自己観が優勢な人は、年代の若い人よりも年配の人ほどよくみられる。  

H11 相互独立的自己観が優勢な人は、女性よりも男性によくみられる。  

 

4-3. 実証調査  

前章で示した仮説を検証するために実証調査を実施した。  

4-3-1. 調査対象  

調査は 2023 年 8 月 24 日から 8 月 28 日まで、20 歳から 69 歳までの楽天インサイト登録

ユーザーを対象にインターネットで実施した。旅行業従事経験者を除外し、「取り扱う商品

やサービスの購入とは無関係な立ち寄りや、付き添いでの訪問、私用以外の業務などでの

利用、および海外の店舗」を除く国内の旅行会社のリアル店舗を 5 年以内に訪問した 500

名とそれに該当しない 500 名をそれぞれ対象とするスクリーニングによって、計 1,000 名

から有効回答を得た。なお、年代（10 歳刻み）と性（男女別）にサンプル数を均等割り付

けしている。また、複数の店舗を利用したことがある場合には、直近に利用した店舗につ

いて回答するように要請した。詳細なデモグラフィック情報は表 15 のとおりである。  
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4-3-2. 調査設計  

 文化的自己観は、先述の調査と同様に Kim et al. （1996）の修正版「自己観に関する 30

項目」を質問項目として、リッカート尺度 7 段階で回答を求めた。  

類似性の対象を分類した社会的比較志向性は、Gibbons and Buunk（1999）による 11 項目

の尺度について、日本語訳を経て 2 因子構造による 10 項目の尺度を導出した外山（2002）

を使用した。観測変数の内訳は、意見比較の類似性を測定する 3 項目、能力比較の類似性

を測定する 7 項目である。リッカート尺度 7 段階で回答を求めた。  

以上を整理した質問項目の一覧は、表 16 のとおりである。なお、因子名は、相互協調的

自己観＝ INT、相互独立的自己観＝ IND、意見内容の類似性＝OPI、関連属性の類似性＝ABI

表  15 調査対象者のデモグラフィック変数  （n=1,000）  
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としている。また、ABI5 と ABI7 は逆転項目として処理した。  

 

 

 

 また、サービスが提供される様々な空間における他の顧客の重要性の測定にあたって先

行研究を参照した。当該分野の代表的な研究には、15 業種のサービス提供空間における顧

客間相互作用の差異を確認した Zhang et al.（2010）がある。「公共性が高く私企業のマネ

ジメント対象となることはほぼ無い」ことから、公園をテーマパークに変更した上元（2021）

による和訳調査対象項目に旅行会社を追加した 16 業種を質問の対象とした。「サービスが

提供されるそれぞれの空間で、他の顧客の存在はあなたにとってどの程度重要ですか」と

の質問に対して、リッカート尺度 7 段階で回答を求めた。対象とした業種は、映画館、銀

表  16 観測変数と測定項目  
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行、公共交通機関、コンサート、ショッピングセンター、スーパー、スタジアム、スポー

ツジム、テーマパーク、バー、病院、ヘアサロン、ホテル、レストラン、旅行会社、そし

てクルーズである。  

 

4-3-3. 調査結果  

 分析には IBM SPSS Statistics 29.0 を用いた。有意水準はいずれも 5%とした。なお、5 年

以内に目的をもって旅行会社のリアル店舗を訪問した人を訪問経験者、そうではない人を

非経験者とした。  

 

4-3-3-1. 自己観と類似性  

 2 種類の文化的自己観と 2 種類の類似性との関連性の検討にあたり、 INT と IND につい

て、尺度を構成する項目の平均値の平均（ INT=3.67, IND=3.41）を基準にそれぞれ高値群と

低値群に分類し、 INT 高値群・ INT 低値群間及び IND 高値群・ IND 低値群間の各群間にお

いて、OPI と ABI を比較した（表 17）。次に、Kolmogorov-Smirnov 検定でデータの正規性

を確認したところ、分布の正規性が見られなかったため（p<.05）、Mann-Whitney の U 検定

を用いた比較を実施したところ有意確率は 5%未満であった（表 18）。その結果、OPI と ABI

のいずれも INT 低値群に比較して INT 高値群で有意に高値であり（p<.001）、また OPI と

ABI のいずれも IND 低値群に比較して IND 高値群で有意に高値である（p<.001）ことがわ

かった。  
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 以上の結果から、相互協調的自己観が優勢な人は意見内容の類似性および関連属性の類

似性を重要と考える傾向にあることが明らかになった。他方、相互独立的自己観が優勢な

人も意見内容の類似性および関連属性の類似性を重要と考える傾向にあることがわかった。

そのため、仮説 H1 と H2 は支持され、H3 と H4 は棄却された。  

 

4-3-3-2. 自己観と他の顧客の存在の重要性  

 2 種類の文化的自己観と 16 業種のサービス提供空間における他の顧客の存在の重要性

との関連性の検討にあたっては、前項と同様に INT と IND について、尺度を構成する項目

の平均値の平均（ INT=3.67, IND=3.41）を基準にそれぞれ高値群と低値群に分類し、INT 高

値群・ INT 低値群間及び IND 高値群・ IND 低値群間の各群間において、他の顧客の存在の

重要性と比較した（表 19・20）。次に、Kolmogorov-Smirnov 検定でデータの正規性を確認

表  17  

表  18  
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したところ、分布の正規性が見られなかったため（p<.05）、Mann-Whitney の U 検定を用い

た比較を実施したところ有意確率は 5%未満であった（表 19・20 の右端列に抜粋）。その結

果、すべてのデータで有意差が認められ、 INT 低値群よりも INT 高値群で他の顧客の存在

の重要性が高値であり、IND 低値群よりも IND 高値群で他の顧客の存在の重要性が高値で

あることがわかった。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表  19  
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以上の結果から、相互協調的自己観が優勢な人は他の顧客の存在を重要と考える傾向に

あることが明らかになった。他方、相互独立的自己観が優勢な人も他の顧客の存在を重要

と考える傾向にあることがわかった。そのため、仮説 H5 は支持され、H6 は棄却された。 

 

4-3-3-3. 旅行会社訪問経験の有無と旅行会社における他の顧客の存在の重要性  

 旅行会社訪問経験者と非経験者間における旅行会社のリアル店舗内での他の顧客の存在

の重要性の比較の検討にあたり、まずは Kolmogorov-Smirnov 検定でデータの正規性を確認

した。その結果、分布の正規性が見られなかったため（p<.05）、Mann-Whitney の U 検定を

用いた 2 群比較を実施した。その結果、有意確率は 5%未満であり（表 21）、非経験者に比

較して訪問経験者で有意に低値だった。なお、訪問経験者の当該重要性の平均値±標準偏

差は 3.72±1.44、中央値は 4.00。非経験者の平均値±標準偏差は 4.27±1.36、中央値は 4.00

だった。  

表  20  
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以上を踏まえ、非経験者に比較して訪問経験者は旅行会社のリアル店舗内の他の顧客の

存在を重要とは考えていない傾向にあることが明らかになった。つまり、仮説 H7 は支持

された。  

 

4-3-3-4. 自己観と年齢・性別  

 2 種類の文化的自己観と年齢との関連性の検討にあたっては、年齢について、平均値

（44.745）を基準にそれぞれ高値群と低値群に分類し、高年齢群・低年齢群の群間におい

て、 INT と IND のそれぞれ平均値を比較した（表 22）。次に、Kolmogorov-Smirnov 検定で

データの正規性を確認したところ、分布の正規性が見られなかったため（p<.05）、Mann-

Whitney の U 検定を用いた比較を実施したところ有意確率は INT に限り 5%未満であった

（表 23）。その結果、低年齢群に比較して高年齢群で INT が有意に高値であったが、 IND

については両群間で有意差を認めなかった。  

 

 

 

 

表  21  

表  22  
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次に、性別との関連について、男女間において INT と IND のそれぞれ平均値を比較した

（表 24）。次に、Kolmogorov-Smirnov 検定でデータの正規性を確認したところ、分布の正

規性が見られなかったため（ p<.05）、Mann-Whitney の U 検定を用いた比較を実施したとこ

ろ、有意確率は INT と IND のいずれも 5%を上回り（表 25）、有意差を認めなかった。  

 

 

 

 

 

以上を踏まえ、2 種類の文化的自己観と年齢や性別には、低年齢群に比較して高年齢群

表  23  

表  24  

表  25  
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で INT が有意に高値であることのみが明らかになった。つまり、仮説 H8、H9、H10、H11

はいずれも棄却された。  

 

4-4. 考察 

仮説検証結果を表 26 に整理した。これらを踏まえて、以下のように議論する。  

 

 

 

4-4-1. 自己観探究への距離感  

 H1 から H4 の調査結果を踏まえると、消費者は、いずれの自己観が優勢であったとして

も意見内容や関連属性の類似性を重視していることが明らかになった。  

以上の考察から、マーケターは、コミュニケーションの相手となる消費者の自己観を探

求する必要には及ばないとする知見が導出されたこととなる。先述した先行研究において、

相互協調的自己観を顧客が有する場合、他者の存在は顧客に企業が提供するサービスの満

足度を向上させるとあった。だが今般の調査で、相互協調的自己観および相互独立的自己

表  26 仮説検証結果  
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観の高値群と低値群について「意見内容の類似性」と「関連属性の類似性」とを比較する

と、いずれの高値群においても有意に高値であることがわかった。つまり、いずれの自己

観が優勢な消費者であっても他者への類似性を重要視することが明らかになった。そのた

め、オンライン上のコミュニケーションにおいて相手の自己観を考慮し多様なアプローチ

を試みたとしても、その成果の有効性は乏しいことが示唆される。  

なお、ここでの他者については、前章 4 節 1 項で提示した「可視的要素に限定したサー

バクション・フレームワーク」において、いずれの自己観が優勢であっても類似性を感じ

る対象として共通していた顧客接点のある従業員といえる。つまり、あらゆる顧客は店内

で接点のある従業員に類似性を感じられることを重要視する事実が確認されたこととなる。 

そこで、マーケターが 2 種類の類似性をマネージする ExPro たる刺激を具体的に検討す

るにあたっては、表 27 を参照すると、インタラクションを経て顧客が初めて習得する能力

や特性へ接近することが肝要といえる。  

 

 ミクロの観点では、従業員の保有するノウハウやスキルを基にしたインタラクションを

通じて顧客が獲得できる、知的好奇心の満足や無形財のサービスを今後消費する際の不安

の緩和が挙げられる。そのためには、従業員の能力や個性について定量的指標や有する資

格を分野別にオンライン上で標榜し、その後のインタラクションで得られる価値を予め想

表  27 比較対象となる他者の関係レベルと類似性の観点  

（出所）澁谷（2013）p273 図表 5-5 をもとに筆者作成  
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像させコミットさせるコミュニケーションが必要といえる。  

 また、マクロの観点では、カスタマーサクセスと称される顧客の成功体験に寄与する企

業（メータら ,  2016）であるとの認知促進が挙げられる。名和（2015）は、食品会社ネスレ

が共通価値の創造（CSV）を推進するにあたって、消費者の知識価値創出を掲げているの

はその一例と論じている。顧客のありたい成功状態を実現させ、理想とする行動を可能に

させる行動支援（藤井 ,  2022）の態勢を備えねばならない。そのために、企業は顧客に対し

て寄り添う力（石井 , 2014）や共感力（コトラーら , 2021）を備えていることを社会へ浸透

することが求められる。  

 

4-4-2. 自己観を規定する属性 

H8 から H11 の調査結果を踏まえると、性別や年代による自己観の規定は仮説外の一部

要素（高年齢群が低年齢群に比較して相互協調的自己観が有意に高値だった）に限られる

ことがわかった。  

そのため、参照した先述の先行研究との間には差異があった。これには、高齢層は他者

とも協調しつつ自分の意見を主張する性質の相互独立性が適応する（福沢ら , 2021）との指

摘が説明に寄与する。また、若年層は本心ではなく規範意識によって相互協調的に振舞っ

ている（橋本 , 2011）との論稿からも意義が見い出せる。他方、高田（2002）は「性差が有

意なのは相互独立性では若年・中年成人、相互協調性では中年成人のみである」と示すも、

自己観と性別との関連性におけるその後の知見の蓄積は乏しい。属性による規定について

の評価がこれらのように定まっていないことを踏まえると、本研究の実証調査結果は合理

に適うものであったと思慮される。  

 

4-4-3. 類似性を寄せる対象とその考え方  

H5 と H6 の結果から、いずれの自己観が優勢であっても、他の顧客の存在を重要と考え

る傾向にあることがわかった。また、H7 の結果から、旅行会社訪問未経験者ほどリアル店

舗での他の顧客の存在を内集団として重視する傾向にあることがわかった。  

このことから、新規顧客との関係構築には、オンラインで情報探索する消費者に対して

その後の店舗訪問時に店内の他の顧客に類似性を感じられることを、予め認識させること
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が有益であることが明らかになった。リアル店舗を訪問した経験のある顧客は、店内で遭

遇する他の顧客のイメージを自らの経験によって既に把握している。それは、つまり関連

属性の類似性が担保されていることを示す。  

その類似性の詳細について、山本・原（2006）は、服装や所有物、容姿を例示している。

対人認知研究における認知者と被認知者との関係として取り上げられてきた様々な対人関

係を、山本・原（2006）は服装や所有物、容姿を例示している。相互作用の性質から 5 段

階に分類した、そのレベル 0 が表 27 における相互作用がない他者である。その例として

「電車の向こうに座っている人」を挙げており、そもそも人物として見ていないとしてい

る。このような相互作用が存在しない他者との間では、その人物に関して一見して明らか

な属性、例えば服装や所有物、容姿等についてのみで比較するしかない。それは言うまで

もなく、電車でたまたま同席しただけであったり店内で偶然居合わせただけであったりし

ただけの人物が、どのような思想・信条を有しているかはわからないからである。また、

どのような交友関係や選好履歴を有しているのかについては、通常は知り得ないからでも

ある。したがって、最も関係のレベルが低い他者に関しては、一般的には物質的属性にお

ける社会的比較は可能でも、社会的属性や精神的属性における社会的比較は困難（澁谷 , 

2013）といえる。  

しかし、訪問非経験者はそれらの観点における主観的類似性を感じられるかが不明なた

めに、店舗訪問を見送ってきた可能性が示唆される。そのため、例えば店舗立地による顧

客特性（駅ナカ店舗の場合はビジネスパーソン、ショッピングモール内の場合は若いファ

ミリー、若者が集う街であれば大学生など）をイメージさせる画像や動画をオンラインコ

ミュニケーションに組み込むことが有効と考えられる。なお、当該議論領域の対象は従業

員をも含む。相手ごとにカスタマイズしたオンラインコミュニケーションにおいては、一

見して明らかな物質的属性に類似性を感じさせる店員の存在を周知させることが肝要だ。  

マーケターは、様々なデジタルコミュニケーションをつうじて顧客接点のある従業員や

店内顧客のイメージを顧客ごとにカスタマイズして伝えなければならない。林（2022）は、

リアル店舗の重要な役割を「偶然の出会いによる幸福感」として Serendipity という言葉で

表現する。企業はデジタルテクノロジーを活用して、成り行きや現場任せによる結果に依

存するのではなく意図して Serendipity を顧客に感じさせる必要があるといえる。店で客が
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来るのを「待つ」のではなく、身体は店内にいながらにして外に打って出る、「攻める」こ

とができるようになり、求められるようにもなってきた（藤井 , 2021）ことを受け止め、リ

アル店舗における接客の概念自体を大きく変える必要があるだろう。実際に、実務の現場

では。リアル・オンラインで共通して「人の体温」を感じ iさせる施策が実践され、学術的

知見として共生的な相互作用（Wieseke et al.,  2012）の意義を示す論稿がみられるのは、そ

うした考え方の延長にあるものと措定できる。  

 

  

 
i 店舗 DX2022（2022）「明日見世」 pp.32-33 を参照した  
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第５章 オフラインコミュニケーションに関わる展望  

5-1. 本稿の結論  

 本稿の意義についての表明や政策提言に先立ち、本研究で明らかになったことを改めて

整理する。  

 本稿の前提をまとめた第 1 章では、旅行業実務の BtoC 領域における S-D ロジックに則

ったマーケティング戦略への転換状況について述べた。そのうえで、顧客との対面でのイ

ンタラクションによる価値共創が実現可能な、リアル店舗の存在理由や存在意義を来店前

のオンラインコミュニケーションによって標榜する必要性を提示した。  

それを踏まえて、第 2 章では、旅行相談に関わるサービス品質をつうじて企業と顧客が

共創する価値についての探求を試みた。それにより、企業は経験価値戦略を検討すべきと

の先行研究を採用し、経験価値と企業・顧客間の関係性の質、そしてその後の顧客のアウ

トカムに及ぶ関係性についての一体的な定量的研究を実施した。その結果、旅行業のリア

ル店舗における関係性の質へ影響を及ぼす経験価値の要素は RELATE（関係的経験価値）

に限られ、また、関係性の質が顧客の継続利用意図およびクチコミ意図にそれぞれ影響を

及ぼすことが明らかになった。そのうえで、顧客の態度や行動に何らかの影響を与えると

ともに、顧客自身が関連付ける文脈としての他者への注目が示唆されることとなった。  

そして、前章で提示した、他者の存在が事業者と顧客との価値共創に有益であるかを明

らかにするべく、第 3 章ではサーバクション・フレームワークの参照を端緒として研究を

進めた。それにより、他者たる概念を顧客接点のある従業員と店内に偶然居合わせている

他の顧客とに求め、RELATE マーケティングを実践するにあたって留意すべき文化的自己

観の特徴と、RELATE とアウトカムの関連性を検討することとした。定量的研究の結果、

相互協調的自己観および相互独立的自己観が RELATE へ、また、RELATE が顧客のアウト

カムへそれぞれ影響を及ぼすことが確認された。それらを根拠として、顧客において優勢

な自己観によって区別される類似性の確保を伴う、内集団を規定した。加えて、相互独立

的自己観が優勢な顧客の作動性志向への態勢整備を指摘し、来店前のオンラインコミュニ

ケーションにおける顧客の自己観把握の必要性について論じた。あわせて、顧客が企業と

のインタラクションをつうじて社会的アイデンティティを獲得することによって、その後

のアウトカムに肯定的な影響を及ぼすとの可能性を示した。  



79 

 

第 4 章では、顧客が来店する前に実践することが求められる、企業によるオンラインコ

ミュニケーションのありようについて論じた。社会的比較過程分野の主観的類似性に着目

して文化的自己観との関係性を確認するとともに、その自己観についての属性別の規定化

や他の顧客の存在の重要度を調査することを目的とした定量的研究をおこなった。それに

より、いずれの自己観が優勢な人であっても、顧客接点のある従業員に意見内容や関連属

性の類似性を重視していることが明らかになり、前章の論述が補強された。また、属性に

基づく自己観の規定は重視されず、来店前のオンラインコミュニケーションは新規顧客ほ

ど有効な旨が示唆された。  

 

5-2. 本稿の学術的意義 

 本稿全体としての学術的意義は、デジタル時代における旅行会社のリアル店舗の存在意

義について、消費者購買行動モデルを研究の基盤として、サービス・エンカウンターにお

いて事業者と顧客との間で育む経験価値に着目したことにある。  

旅行商品のオンライン販売については、例えば Law and Chen（2000）や Zhang（2004）

によって国内における実務上の便益が提示されてから、リレーションシップ・コミットメ

ントの役割や購入後の行動等を探求する定量的な実証研究が蓄積されている（小原 , 2023）。

しかしながら、リアル店舗をはじめとするオフライン販売については、インタラクション

に必要とする時間に対する低リターンの状況から情報の非対称性の崩壊（高橋 , 2013）との

提示や、交通・宿泊事業者による直接販売の動きや海外の OTA 等の企業との競争が激化す

ることによって、競争優位性が低下している（室岡 , 2021）との論稿がみられるにとどま

る。また、ビジネスプロセスの再設計（Buhalis & Licata, 2002）や情報技術への必要な

投資（Harris & Duckworth, 2005）、専門性のさらなる強化（Dolnicar &  Laesser, 2007）

を提起する研究はみられるものの、顧客視点を重視した価値共創に着目した研究はほとん

どみられない。そうした状況において、定量的研究をつうじてひとつの新たな視座を提示

することができたものと考える。  

 一方で、本研究はサービス・マーケティング、社会学、心理学を横断して前述の問題へ

接近する複眼的な試みであった。そのため、観光マーケティングの分野では必ずしも参照

して議論されてこなかった、文化的自己観や類似性、社会的アイデンティティといった重
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要な概念について、社会学や心理学の視座からその考え方を示した。それにより、オフラ

インコミュニケーションのみに依存した実務上の取り組みについての限界を指摘するとと

もに、実効性を伴うオムニチャネル戦略の推進を検討するための素地について、一定の方

向性を示すことができたと捉えている。   

なお、各章の有する学術的意義は以下のとおりである。  

 第 1 章においては、コトラーら（2016）によるデジタル経済におけるカスタマージャー

ニーの産業特性別の特徴や、実務におけるコミュニケーション上の課題から、企業と顧客

とによる価値共創の必要性を提示した。  

 第 2 章においては、前章で示した経験価値戦略が、コモディティ化している市場のプレ

イヤーに適したものであることを確認した。そして、旅行商品の販売前に提案するサービ

スの過程品質と販売時における結果品質からなる旅行相談に関わるサービス品質と、販売

後の旅行消費に関わるサービス品質とに分離するという、これまでの研究では見落とされ

ていた新たな視点を提示した。旅行商品の購買行動に関するこれまでの研究として、旅行

サービスの購買時や購買のトリガーにあたる時機における消費者の価値認知を対象とする

研究はほとんど見られなかった。重層的な総合サービス（津山・太田 , 2000） iにおいて、

評価対象の品質を消費者行動モデルの購買段階を境目として分離し検討したことは、価値

共創のありようを探求するにあたって議論が混迷することを回避できる点において意義が

あったものと捉える。  

 また、先行研究を踏まえて、これまでの学術研究では研究されることのなかった、旅行

業のリアル店舗における関係性の質に影響を及ぼす因子は RELATE に限ることと、関係性

の質が継続利用意図およびクチコミ意図に影響を及ぼすという事実が確認された。前者は

先行研究との比較において差異があったものの、市場における顧客の特性や思想を鑑みた

うえで有意性や妥当性、有効性は明らかなものとなった。加えて、親和性の強いラポール

概念を参照することで、関係性の質に対して複眼的な視座でのアプローチを果たし、深み

を伴うインプリケーションの提示につながった。  

 
i なお、津山・太田（2000）による旅行商品の定義は、「旅行者が目的にあった旅行を容

易に実現できるよう、旅行業者が主体性をもって情報と人的サービスをアセンブルした総

合旅行情報システム商品」としており、旅行相談サービスは旅行商品の素材の一部と捉え

ている。  
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 第 3 章においては、オンラインコミュニケーションでは存在し得ない、リアル店舗たる

同じ空間を偶然共有する他の顧客への注目を提示した。その際、これまで参照されること

のなかった文化心理学からのアプローチを試み、相互独立的自己観・相互独立的自己観の

いずれの自己観も RELATE へ正の影響を及ぼすことを明らかにした。今後、さらなる展開

を期待できる視点だと考えられる。また、顧客の文化的自己観別に整理した可視的要素限

定のサーバクション・フレームワークを新たに示すことができた。既存の枠組みを拡張し

た解釈の提示によって、他の顧客によって生じる影響をより広く深く検討していくことが

期待される。  

 第 4 章においては、文化的自己観と社会的比較過程分野の主観的類似性との関連を明ら

かにすることで、消費者の自己観を探求する必要には及ばないとする知見を導出した。ま

た、旅行会社訪問未経験者ほどリアル店舗で他の顧客の存在を内集団として重視する傾向

が定量的に明らかとなり、オンラインで情報探索する将来の新規顧客たる消費者とのコミ

ュニケーションが一層求められるという事実が確認された。  

 

5-3. 本稿の政策的含意および政策提言  

筆者の立場を念のため述べると、旅行会社によるリアル店舗の運営継続に対して、必ず

しも執心しているわけではない。他方、現実としてすべての企業が完全に撤退する状況に

なく i、過去と比較すると脆弱ながらも店舗網は維持されている。しかしながら、その存在

意義が社会に認知されず、所謂ポストコロナの旅行業の中での機能や役割が明確にされて

いないままでは、消費者はもちろん、従事者や取引先などあらゆるステークホルダーから

距離をなお一層置かれるのではないかとの懸念をもつ。  

そうしたなか、運営コストが高く採算が取れないことから各旅行会社が急速に撤退を進

めているリアル店舗での営業において、必要とされる価値共創の具体的な内容や展開する

空間を提示することで、事業者に対するあるべき投資戦略の方向性を示唆するに至った。

つまり、第 1 章でリサーチ・クエスチョンとして提示した、事業運営に関わる意思決定に

有益な視座を提供することができたものと捉える。  

 

 
i リアル店舗の営業を近年終了した企業もある（JR 東日本 , 2023）  
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なお、各章の有する政策的含意とそれに基づく政策提言は、以下のとおりである。  

 

 第 1 章においては、旅行会社における S-D ロジックを採用したマーケティング戦略自体

は維持しつつも、具体的な戦術に本来の概念に則った OMOを盛り込む必要性を提示した。

つまり、カスタマージャーニーをオフラインとオンラインで区別した施策を実行するので

はなく、一体的に捉え、リアル店舗への来店誘引に直結するオンラインコミュニケーショ

ンの機能改善が求められる。その際、顧客との価値創造を提示するとともに、あくまで企

業がマネージできるのは ExPro たる刺激にすぎず、価値そのものをコントロールできるわ

けではない点に留意すべきとした。  

第 1 章における、企業は顧客に焦点を置いたマーケティング戦略を推進する必要性を示

すインプリケーションをつうじて、顧客接点のある従業員を含めた企業による適切な人的

資源管理の必要性について、関連する論稿を参照し提言する。  

シュミット（2003）は、経験価値マーケティングの焦点は、製品そのものとは異なる使

用や消費の状況にあって、製品特性ではなく経験の種類にあり、顧客が様々なインタラク

ションで受ける刺激の関連と統合の使役にあるとしている。そのうえで、マーケティング・

リサーチャーは、日常的な状況の中で現実的な刺激を利用すべきだということを理解して

おく必要があるとする。そして、従業員が顧客と会話し、関わりを持ち、情報やサービス

を提供する時に望ましいインターフェイス経験を生み出していることを確認するための方

法論として五段階による人的資源のための経験価値を論じている。その構成は、従業員の

採用、経験価値提供のためのトレーニング、インセンティブと報酬の提供、経験価値スタ

ンダードに則った行動の測定、適切な従業員経験価値の提供である。  

同様の観点で平山（2004）は、ザ・リッツ・カールトンの価値共創の源泉となる信条と

しての「サービスの 3 ステップ」を示している。それは、ホテルの利用客に対する従業員

のサービスに対する価値観の植え付け・育成を徹底させるために、端的にわかりやすく行

動手順を明確化しており、利用客がホテルに入館したときから退館するまでの間のクオリ

ティを経験させるための基準としている。  

いずれの研究においても、顧客視点をベースとしているとともに、従業員の行動を適切

な経験価値を提供するために調整する段階を追ったプロセスを構築する必要性を論じてい
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る。人間の行動を企業のミッション、ビジョン、バリューと結び付けようとする伝統的な

人的資源理論と慣行の多くはあまりにも抽象的で、広範な組織目標に焦点を当てているこ

とが多い（シュミット , 2003）。従業員が顧客とのインタラクションにおいて望ましいイン

ターフェイス経験を生み出していることを確認できるような、具体的な制度設計が求めら

れる。  

 

 第 2 章においては、これまで旅行会社が実践してきた関連付けの観点に加えて、連帯あ

るいは仲間としての意識を旅行会社に寄せてもらえるコミュニケーションの必要性を提示

した。そうした相互作用性を成立させる下位概念が「楽しい相互作用」と「個人的な絆」

である。そのために顧客接点のある従業員に求められる行動や感情の言語化、さらにはそ

れらを企業に風土として定着させることが示唆された。  

第 2 章における、相互作用性の必要性を示すインプリケーションをつうじて、相互作用

性の実現空間として、必ずしもリアル店舗でのインタラクションにこだわらない「人」を

介したコミュニケーションの可能性を展望する。  

近年は旅行業者代理店業としてホームエージェント型営業を新たに開始する企業が登場

している。ホームエージェントとは、自宅などを拠点に少人数で旅行手配などをおこなう

旅行業実態である。米国の旅行業界では「パパママエージェント」と呼ばれる家族経営の

小規模な旅行会社と一部大手旅行会社で構成され、小規模旅行業の存在感が強い（旅行新

聞 , 2023）とされる。国内では、日本旅行業協会が人材不足や代理店の減少への対策とし

て、日本版のホームエージェント型の推進に取り組んでいる。トラベルジャーナル（ 2022）

は、推進すべき 3 つの理由を挙げる。1 つは、高齢者雇用という社会的要請に応えるため。

2 つ目に、コロナ禍等で旅行業界を去った人材を補う効果への期待。3 つ目が、働き方改革

やワークライフバランスといった社会の動向に即した仕事のあり方に合致するからとして

いる。特に 2 点目については、定年やコロナ禍だけでなく、妊娠や出産、育児、介護等で

離職した人をアルムナイ採用ができる可能性を残す点においても注目に値する。  

旅行業の店頭販売の多くは女性で支えられている。さまざまなライフステージによる事

情でやむを得ず退職してしまうことで、企業の資産ともいうべき従業員個人のノウハウや

スキルをみすみす手放すのは大きな損失である。第 4 章で実証したとおり、既に旅行会社
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のリアル店舗を訪問した経験のある人は、未経験者ほど他の顧客の存在を重要視していな

い。既存顧客とのインタラクションにホームエージェントの機能やオンライン接客を活用

することは、企業・顧客の双方にとって否定的に受け止められる蓋然性は乏しい。今後は、

デジタル技術を活用した仮想空間におけるアバターを活用した接客サービスや、ライブコ

マースの導入も検討に値すると捉える。  

 

 第 3 章においては、相互独立的自己観が優勢な顧客と店内の他の顧客との関係について、

類似性に基づく直接的な社会的関係は留意する必要がなく、作動性に基づく顕示的消費に

よる間接的な関係性に着目することを確認した。自己観の把握は困難ながらも、RELATE

向上に繋がる可能性があることを鑑みて、それらの有益性を提示するに至った。また、価

値共創の前提となる顧客からの信頼を得るために、類似性を感じさせるサービス従業員の

「個」の特性を標榜すべきとした。  

第 3 章で示した、顧客接点のある従業員に類似性を感じさせるためのオンラインコミュ

ニケーションについて、そのあるべき姿の方向性の一つを提示する。  

 現在、リアル店舗を訪問するモチベーションとなり得る情報がオンラインコミュニケー

ションには十分整備されていない。例えば、特定の旅行会社が店舗ごとに設計している Web

サイト iには、顧客接点のある従業員について「得意エリア」「得意ジャンル」といった販売

に関連する情報は充実していながらも、個性を感じさせる情報はほとんどみられない。ま

た、「ロイヤルスタッフ」「ハワイスペシャリスト」「トラベルコーディネーター」などの等

級や保有資格が紹介されているものの、その価値判断に直結する資料は見当たらず、個人

の特性を標榜する情報としてはもの足りない。  

 そこで参照したい事例として、バニッシュ・スタンダード社が運営する「スタッフスタ

ート」とされる、店舗スタッフをつうじて企業と顧客とのエンゲージメントを向上させる

サービス（鈴木 , 2021）がある。リアル店舗で顧客接点のある従業員をオムニチャネル化す

るアプリケーションサービスだ。アパレルの販売スタッフが着用したコーディネート写真

を、ブランドの EC サイトや各個人のインスタグラムなどの SNS に投稿。商品の下げ札に

付いているバーコードを読み取るだけで、投稿写真にかんたんに商品情報をひも付けられ

 
i JTB トラベルゲート有楽町店の Web サイトを参照した  
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購入につなげられる。このシステムではオンラインでありながら実店舗の売上に貢献でき

る点が利点とされる。  

 その SNS では、顧客とのコミュニケーションを強化するべく、従業員の「人となり」を

表現することに主眼を置いている。その背景には、販売員その人自身の生活という要素に

引かれて、消費者は商品やサービスを買いたくなる iことがあるとされる。そのため、スタ

ッフは自身のセンスを表現することに注力し、物語やバックボーンに共感してもらえるよ

うなコミュニケーションを実践している。販売スタッフがどういう人なのかというストー

リーを把握してファンになってくれたときに、「この私が言うから買いたくなるでしょう」

という雰囲気を醸成したうえで、はじめて説得力を持たせる商品知識や能力を役立たせる

べき i iとしている。消費者が類似性を感じさせる「個」の要素について、第一に検討する必

要があるのは、顧客接点のある従業員の人柄や生活スタイルをオンラインコミュニケーシ

ョンで明確 i i iに表現することにあることを示唆する事例として、必要な解釈を付与したう

えでの展開を期待したい。  

 

 第 4 章においては、企業として顧客の成功体験に寄与するとの態勢や、知覚リスクの緩

和に繋がるコミュニケーションの必要性を提示した。加えて、意図して Serendipity（偶然

の出会いによる幸福感）や「人の体温」を顧客に感じさせるような施策が必要であること

を論じた。  

第 4 章における、顧客に寄り添った態勢整備の必要性を示すインプリケーションをつう

じて、備えるべきプロフェッショナル・サービスの追求とその背景にある従業員満足の向

上にむけた思想について、関連する論稿を参照し提言する。  

コトラーら（2002）は、組織がプロフェッショナル・サービスにおいて成功するために

は、顧客満足と従業員満足との両方を達成することが求められるとする。その基本となる

のがサービス・プロフィット・チェーンだ ivと論じている。同研究におけるプロフェッショ

 
i 一般社団法人サービス連合情報総研（2020）を参照した  
i i 前掲  
i i i 個人情報の流通リスクが懸念されるところではあるものの、その場合必ずしもオンラ

イン・オフラインとも従業員の本名を使用したコミュニケーションをする必要はない。所

謂カスハラ対策として偽名を用いた接客を実践する宿泊施設が存在している。  
iv コトラーら（2002）訳書 p.60 
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ナル・サービスの提案主体は、法律や医療、経営コンサルティング、建築、エンジニアリ

ングといった分野の専門家 iである。ただ、その原理は、例えば広告代理店や広報コンサル

ティング会社、マーケティング・リサーチ会社など、他のプロフェッショナル・サービス

にも応用できるだろう i iと示す。  

 

  リアル店舗はどんどん減りますよ。生き残る策は会員制のようなビジネスですね。  

自ら会員になる人は、オンラインでは得られないホットな旅の情報を求めています。  

もう一つは富裕層をきちんと取り込むことです。（中略）  

  富裕層向けビジネスをする際に重要になってくるのがコンサルティング力です。  

そこがオンライン旅行会社との違いが出せるところです。  

 

旅行業の業界団体代表を務めていた実務家は、経済誌の取材に対して上述（日経 BP, 2019）

の所感を示している。実務家が述べるように伝統的旅行会社のリアル店舗においてコンサ

ルティングが実践され、プロフェッショナル・サービスを提案する主体足り得るならば、

先述したサービス・プロフィット・チェーンを検討する意義があると捉える。なお、プロ

フェッショナル・サービスを広義に解釈したものでは、「専門分野における明確な知識の高

いレベルで提供されるもの（Hitt et al., 2001）」、「専門教育を受けた適格者が提供するサー

ビス（クバー , 2003）」、「高学歴で必要な資格要件を満たし組織で一定の立場にある人が提

供する、顧客の期待を上回るサービス（Brown & Swartz, 1989）」などがある。しかしなが

ら、現在までの研究に共通した定義は存在していない（濱中 , 2015）ために、前述の考察に

依拠することで論を進める。  

サービス・プロフィット・チェーンは、Heskett et al.（1994）が顧客と従業員の満足を収

益に関連付ける評価手法として、サービス企業の分析をもとに開発したものである。その

流れは図 18 に示したとおりで、サービス提供企業における図中のそれぞれの要素の間に

は因果関係が連続していることが示されている。企業の売上増加と集積性向上は顧客ロイ

ヤルティが貢献し、顧客ロイヤルティは顧客満足にもたらされる。さらに、顧客満足は顧

客に提供されるービスの価値の影響を受け、そのサービスの価値は従業員によって創造さ

 
i コトラーら（2002）訳書 p.21 
i i 前掲  
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れるが、彼ら彼女らは充実感を持ち、その従業員ロイヤルティは高い。そして、従業員満

足は、顧客のみならず従業員という「社内顧客」に向けて質の高いサービスを提供してい

るかどうかに大きく影響される。  

 

 第 4 章で提示した顧客へのマネージを試みるマーケターも、顧客接点のある従業員にお

いても、それぞれに提示したタスクを履行する源泉は従業員満足にある。顧客と従業員へ

のサービスが出発点との考え方のもと、企業のリーダーたちはサービス・プロフィット・

チェーンを定期的にモニタリングすることによって、次なる課題にどのように対処すべき

なのかについての回答を得るとともに共に、その解が自社にとってどのような意味を持っ

ているのかを自問自答すべきである。また、市場と日々接する顧客接点のある従業員と顧

客を企業経営の要とすべきであることを付記したい。  

他方、顧客接点のある従業員を含む企業に求められる思想についても当然のことながら

検討の余地がある。表 28 に示しているのはステファン（2021）が論じる新型コロナによる

パンデミック以後の小売業に求められる 10 のリテールタイプである。巨大なネットリテ

ーラーが台頭する中でリアル店舗を有する小売業が採るべきスタンスを、消費者の問いか

けに応える形式で分類したものだ。  

図  18 サービス・プロフィット・チェーン  

（出所）佐藤（2012）p.51 図表 3-5 をもとに筆者作成  
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ここで、いずれの自己観にも対応する類似性を検討するならば、「活動家型」「透視能力

者型」の採用が有力な候補になるといえる。ステファン（2021）は前者について、環境保

護に関する企業理念を大義として標榜するアウトドアウェアブランドのパタゴニアを例示

し、道義的な連帯感を根拠に消費者はブランドを選択するとしている。後者については、

オンライン衣料販売店のスティッチフィックスを例に挙げて、テクノロジーや人間の直感

を駆使して顧客のニーズや嗜好、欲求を予測することで、顧客から入る情報が増加し、企

業の売り上げと顧客の忠誠度向上の好循環に入るとしている。 2 つの型のみを意識すれば

十分というわけではないのは当然のことだが、顧客自身が類似性を意識するコミュニケー

ションを充足させるための一助として期待されよう。  

特定の空間において、多くの人がお互いに密接な関係をもつことによって、人間的に魅

力ある社会を安定的に維持する。このことを旅行会社のリアル店舗が可能にする社会的装

置とみなせるならば、それは宇沢（2000）の論じる社会的共通資本としての捉え方も過言

ではない。  

 

表  28 新しい時代を生き残る 10 のリテールタイプ  

（出所）ステファン（2021）訳書 pp.227-287 をもとに筆者作成  
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5-4. 本稿の限界と今後の課題  

 むすびに、今後のさらなる研究のための 2 つの課題を提示する。  

 第一に、具体的な示唆提示のさらなる必要性についてである。本研究はリサーチ・クエ

スチョンに対し学際的アプローチを試みた点に独自性がある。しかしながら、萌芽的研究

領域であるがゆえに、基盤となる分野における蓄積はもちろん、横断的に同種の接近を果

たす研究が特に国内においてはあまりみられなかった。そのため、確認された事実をもと

にしたインプリケーションに、十分な多面性や重層性をもたせることはできなかったこと

を限界として記す。なお、価値共創については、情報学や理学、工学等の分野でも議論が

進められている。より幅広い視座のもと本研究の成果を一般化することで、さらに充実し

たインプリケーションの導出を検討しなければならない。  

 第二に、分析の視点の拡大についてである。本研究は定量的研究を中心に論を進めてき

た。十分なサンプル数をもとにして論理的に議論を積み重ねてきたが、回答者の想起する

利用経験のある旅行会社は多岐にわたることが想定されるという限界があった。大手とそ

の提携販売店運営会社、また中小旅行会社とでは、従業員に求めるサービスの濃淡や共創

する価値自体についても差異が発生する可能性は否定できない。この点に関しては、母集

団をより詳細に限定することで対応できると考える。そのうえで、本研究の成果との不一

致点が導出されるならば、その原因を探求することとしたい。また、サービス・エンカウ

ンターのコンタクトレベルの異なるブランドや企業間の比較検証についても望まれる。  

さらに、定量的研究に加えて、旅行会社のマーケターや顧客接点のある従業員へのヒアリ

ングや、顧客の実際の声をグループフォーカスインタビューなどで収集することによって、

定性的研究によるアプローチを実践することで、本稿によって実証された事象の補強に努

めることも検討課題としたい。  

 今後、これらの課題に取り組み、学術および実務の両分野で旅行会社のリアル店舗にお

ける価値共創が社会的に広く認知されるべく、コミュニケーションのありようについての

さらなる解明に向けて取り組んでいくことを表明する。  
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